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本冊子は、日本の研究者が第 4 回国際極年（IPY-4）に際して提案した 41 件の研究計画
を集めたものである。日本が、第 4 回国際極年という全世界的な計画に対して、いかなる
貢献をすることができるかという概要を示すものでもある。 
 
 提案された多くの研究計画は学際的であり、地理的にも広範囲におよぶ。IPY-4 は、10
月からは、ICSU(国際科学会議)と WMO（世界気象機関）の統合委員会の下で、準備の本格
的段階に入る。ここに提案された計画は、今後この ICSU／WMO 統合委員会との密接な連携
の下、国際的なプログラムとして組み立てられていく。 
 
国内委員会は、計画を提案された研究代表者各位に謝意を表すとともに、IPY-4 が今後
の極域科学の新たなる飛躍の第一歩となることを期待するものである。 
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EISCAT/MF/流星レーダーおよびシミュレーションを用いた 
極域下部熱圏・中間圏大気ダイナミクスの研究 
 
 
 
研究代表者氏名・所属 
野澤悟徳 
名古屋大学太陽地球環境研究所 
 
担当者氏名・連絡先 
野澤悟徳 
(Tel) 052-789-4303 
(Fax) 052-789-4311 
(e-mail) nozawa@stelab.nagoya-u.ac.jp 
 
国内共同研究者氏名・所属 
小川泰信・名古屋大学太陽地球環境研究所 
藤井良一・名古屋大学太陽地球環境研究所 
前田佐和子・京都女子大学 
藤原均・東北大学理学部 
 
海外共同研究者 
Asgeir Brekke・University of Tromsø  
Chirs Hall・University of Tromsø 
 
関連する国際研究計画の名称と関連の記述 
EISCAT国際共同研究 
 
研究計画概要 
我々は極域下部熱圏中間圏大気ダイナミクスの総合的な理解を目指して、北極域に設置された
EISCATレーダー、MFレーダーなどの観測機器、およびNCAR TIME-GCMなどのシミュレーショ
ンモデルを用いて研究を進めている。極域超高層大気において生起している磁気圏−電離圏−熱圏結
合において、下部熱圏大気がどのような役割を担っているかは、未だ不明な点が多い。例えば、地
磁気擾乱時において、ジュール加熱やオーロラ粒子加熱により下部熱圏大気は加熱を受ける。これ
により圧力勾配力が変動し、下部熱圏大気の風系は変動する。しかし観測データに基づく研究結果
が少ないことや、シミュレーションモデルで下部熱圏風を再現することが難しいことなどにより、
下部熱圏大気の詳細については不明な点が多い。本研究の目的は、下部熱圏大気（高度 95 kmから
120 km） が地磁気擾乱時においてどのような変動を示すかを観測データとシミュレーションを用
いて明らかにすることである。主たる観測サイトは、Tromsø (69.6°N, 19.2°E)、およびLongyearbyen 
(78.1°N, 16.0°E)である。 
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INDEX 衛星によるオーロラ微細構造の観測 
 
 
 
研究代表者氏名・所属 
岡田雅樹 
国立極地研究所 
 
担当者氏名・連絡先 
岡田雅樹 
国立極地研究所 
東京都板橋区加賀1-9-10   
電話03-3962-5904 
 
国内共同研究者氏名・所属 
平原聖文・立教大学 
江尻全機・国立極地研究所 
 
海外共同研究者 
 
 
関連する国際研究計画の名称と関連の記述 
EISCAT、地上オーロラ観測 
 
研究計画概要 
数10メートル程度のオーロラの微細構造を高度680kmを飛行する衛星と地上オーロラカメラに
よって観測を行う。 
 
カラーの図が巻末にあります 
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IPY-4期間中の南北両極域中層・超高層大気のレーダーによる総合研究 
(CRSAAMU) 
 
 
 
研究代表者氏名・所属 
麻生武彦 
大学共同利用機関法人 情報・システム研究機構 国立極地研究所 
 
担当者氏名・連絡先 
麻生武彦 
〒173-8515板橋区加賀1-9-10 Tel : 03-3962-4756 
 
国内共同研究者氏名・所属 
佐藤夏雄、宮岡浩、門倉昭、佐藤薫、堤雅基ほか（極地研）藤井良一ほか（名大）他国内共同利
用者 
 
海外共同研究者 
所属:アスゲイルブレッケ、クリスホール（ノルウェートロムソ大学）,ジェフリーフォーブス（米
国コロラド大学）ほか多数 
 
関連する国際研究計画の名称と関連の記述 
EISCATプロジェクト 
 
研究計画概要 
極域の中層・超高層大気は太陽風などのエネルギー入射に依存する電磁気圏以遠の外圏大気と地
球磁力線を介して繋がっており、また主要な太陽放射や気象プロセスにより引き起こされる多様な
気候変化が見られる下層大気と力学的に蜜に結合しており、地球環境変動研究のキーとなる領域で
ある。さらに大気は寒冷な極域に循環・収束して増幅され、また下層大気のシグナルも希薄な高高
度領域で検出される。かくして広い高度範囲に広がり本質的に汎地球スケールをもつこの物理過程
のシナリオを理解するには組織された南極、北極のレーダーによる研究が重要であることは多言を
要しない。極地研宙空圏グループは従来から極域のEISCATレーダー、SuperDARN HF, MF、流星
レーダー等の研究を国際共同研究の枠組みで行ってきた。さらに南極域のMST-IS 大型大気レーダ
ーも、IPY 以降北極域の EISCAT レーダーや他の MST レーダーとのバイポーラー研究を行うこと
を視野に入れ現在フィージビリティスタディを進めているところである。極地研ならびにその共同
研究者がこれらのレーダーにより考究する科学的なテーマは、大気各層の力学的な結合や南北両極
対称・非対称性を重要な視点として、超高層電磁圏域ではオーロラサブストーム、オーロラ共役性、
超高層から中層大気にかけては大気プラズマと中性大気カップリング、大気潮汐波、重力波などの
大気波動からオゾンやPSCなど多岐にわたっている。 
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カラーの図が巻末にあります 
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南北両極域でのネットワーク観測による 
オーロラと電磁圏擾乱の共役性・非共役性の研究 
 
 
 
研究代表者氏名・所属 
佐藤夏雄 
国立極地研究所,nsato@nipr.ac.jp 
 
担当者氏名・連絡先 
門倉 昭 
国立極地研究所、kadokura@nipr.ac.jp 
 
国内共同研究者氏名・所属 
山岸久雄、宮岡宏、門倉昭、田口真、行松彰(国立極地研究所)、小川忠彦、西谷望(名大STE研)、
細川敬祐(電通大)、福西浩、岡野章一、小野高幸(東北大学)、湯元清文(九州大学)、菊池崇(情報通
信研究機構)、利根川豊(東海大学) 
 
海外共同研究者 
M. Lester (Univ. Leicester), J-P. Villan (LPCE/CNRS), M. Pinnock (BAS), T. Saemundsson (Univ. 
Iceland), H. Yang (Polar Research Institute of China), B. Fraser (Univ. Newcastle), M. Candidi 
(IFSI), V. Papitashivili (Univ. Mishigan), F. Honary (Univ. Lancaster) 
 
関連する国際研究計画の名称と関連の記述 
1）ICESTAR (Interhemispheric Conjugacy Effects in Solar-Terrestrial and Aeronomy Research): 
SCARのPhysical Sciences SSGで提案している、本研究課題に直結する傘プロジェクトであ
る 
2）CAWSES計画（Climate And Weather of the Sun-Earth System:太陽地球系の気候と天気）計
画：本計画はCAWSES計画の一翼を担う 
 
研究計画概要 
太陽風—ジオスペイス相互作用の条件が様々に異なる状態で、極域電離圏・磁気圏現象であるオ
ーロラ、サブストーム、電離圏擾乱現象などが北半球と南半球でどのような相違があるかを定量的
に観測・解析することにより、太陽が地球システムに及ぼす影響を一般的に理解し、宇宙天気(Space 
Weather)研究を発展させるのが目的である。主な観測手段は、南北極域を広くカバーする国際
SuperDARN レーダー網、極域での無人・有人磁力計ネットワーック観測、イメージングリオメー
タ国際ネットワークGLORIA、オーロラ共役点観測、などである。 
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太陽地球系の気候（長期変動）及び天気（短期変動）の研究 
 
 
 
研究代表者氏名・所属 
津田敏隆 
京都大学生存圏研究所（日本学術会議SCOSTEP専門委員会委員長）tsuda@rish.kyoto-u.ac.jp 
 
担当者氏名・連絡先 
藤井良一 
名古屋大学太陽地球環境研究所 rfujii@stelab.nagoya-u.ac.jp 
 
国内共同研究者氏名・所属 
全国的な共同研究であるので、現段階で共同研究者の氏名を特定できない。策定に関わった学術
会議SCOSTEP/STPP専門委員会委員を記す。 
渡部重十（北海道大学）、小野高幸（東北大学）、渡邊尭（茨城大学）、山内恭、藤井理行（極地研）、
菊池崇、丸山隆（情報通信研究機構）、星野真弘（東京大学）、小杉健郎、向井利典、小山孝一郎、
前澤洌（宇宙研）、上出洋介（名古屋大STE研）、柴田一成（京都大学）、大村善治（京都大学生存
研）、湯元清文、廣岡俊彦（九州大学） 
 
海外共同研究者 
現状では不明の部分もあり挙げるのは不適当である。例えば、A. P. van Eyken (EISCAT) 
 
関連する国際研究計画の名称と関連の記述 
太陽地球系物理学・科学委員会（SCOSTEP）の次期（2004-2008）国際共同研究計画CAWSES 
(Climate And Weather of t he Sun-Earth System)の日本における実施。  
 
研究計画概要 
本計画CAWSESでは、太陽地球系の中で生起している様々な現象の変動のタイ ムスケールを指
標として、比較的短い時間変動現象（Space Weather）と長い時 間変動（Space Climate）の研究
を行ない、太陽地球系全体の物理をより良く理 解することを目的としている。さらに研究で得られ
た成果や知見の社会への応用と教育への貢献も重要な目 的として位置付けられている。 
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極域の微生物資源の多様性と利用可能性に関する研究 
 
 
 
研究代表者氏名･所属 
長沼 毅（たけし） 
広島大学大学院生物圏科学研究科 
 
担当者氏名・連絡先 
長沼 毅 
〒739-8528 広島県 東広島市 鏡山 1-4-4 
広島大学大学院生物圏科学研究科 
電話 082-424-7986  FAX 082-422-7059  携帯 090-1187-4587 
E-mail: takn@hiroshima-u.ac.jp 
 
国内共同研究者 
神田啓史・伊村 智，国立極地研究所 
 
海外共同研究者 
アビゾフ（名サビット），ロシア科学アカデミー微生物学研究所 
 
関連する国際研究計画 
特になし 
 
研究計画概要 
目的 
極低温かつ極乾燥の南極大陸は地球生物圏で最も過酷なハビタットであり，好極限環境あるいは
耐極限環境の微生物が選択的に（少なくとも他所よりは優占的に）生息する可能性がある。一方、
北極陸域には氷河の進出・後退にともなう微生物相の変遷があると考えられる。これらの極域微
生物集団には新規かつ有用な種類が含まれることが予想され，極域微生物のカルチャーコレクシ
ョンの構築が望まれている。本研究では，極域微生物の進化・系統を解明するとともに，極限環
境に適応した生理機能や生化学・分子生物学的な特異性・有用性を生物資源の観点から理解・利
用検討することを目的とする。 
観測地域 
植生地域，乾燥地域，湖沼，氷床（および氷床下湖）の4地域をターゲットとする。 
(1) 植生地域：南極半島の一部を除いて，南極大陸では蘚苔類が最高位の植生を形成する。この
植生は昭和基地（日本）近くの雪鳥沢，テラノバベイ基地（イタリア）近くのエドモンソン
ポイントで豊かであり，よく調査されている。また，スピッツベルゲン島ニーオルスン（北
緯79度，東経12度）の観測基地周辺でも既に植物生態学的な調査が行われており，体系的
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カラーの図が巻末にあります 
な微生物調査との連携が期待されている。 
(2) 乾燥地域：極寒かつ極乾の南極砂漠は火星環境に近いと考えられている。このような環境は
マクマード・ドライバレーやテラノバベイ基地周辺に見られる。 
(3) 湖沼：国立極地研究所の「南極湖沼における生態・地史学的研究計画」（REGAL Project）に
より，昭和基地周辺（東経39～52度の沿岸露岩域）の湖沼に関するデータが蓄積している。
http://polaris.isc.nipr.ac.jp/~penguin/Terrestrial/regal/DataBase/index.htm 
(4) 氷床および氷床下湖：氷床は微生物の過去50万年におよぶタイムカプセルであり，氷床下湖
は数十万年も外界から隔離されたロストワールドである。これらの環境には“進化が遅れた”
過去の微生物が生残している可能性があり，他所では入手できない貴重な“生きた微生物化石”
の宝庫とも言える。ボストーク基地およびボストーク湖，ドームC（仏伊），ドームF（ドー
ムふじ観測拠点）などがターゲット地域である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
観測期間 
上記のどの地域においても，以下の内容を遂行するために5ヵ年を要し，観測地域ごとにスター
ト年度を変えるとしても，最低8年（2007～2014）を要する。 
(1) 初年度：微生物試料のサンプリング（カルチャーコレクション用） 
(2) 二年度：微生物試料のサンプリング（生理活性，生化学特性の調査用） 
(3) 三年度：生理活性・生化学活性の現場測定（作業仮説の提唱用） 
(4) 四年度：ターゲットを絞った長期現場モニタリング（連続データの蓄積） 
(5) 五年度：仮説の確認・検証 
観測手段  
主に微生物生態学的な手段を用いる。それには以下の要素が含まれる。 
(1) ロジスティクス：生物試料の迅速な処理が必要なので雪上車より，むしろヘリコプターそ
の他航空機の使用が必要になる。微生物調査単独ではなく，他の大掛かりな輸送に便乗す
ることも大いに考え得る。 
(2) 現場実験室：現場実験や現場処理が必要な場合は仮設あるいは恒久的な現場実験施設が必
要となる。 
(3) 氷床掘削：微生物調査単独で氷床掘削を行うことは現実的ではない。しかし，氷床掘削に
ともなう「雑菌混入」を防ぐ，あるいは最小限に抑えるため，掘削関係者の間で十分に打
合せを行う。 
(4) 通常の手順：雑菌混入を防ぐ，あるいは最小限に抑えた方法で試料を採取する。共通の基
礎データを整備するため，(i) 全菌数計数，(ii) 16S rRNA遺伝子による概略的な群集解析を
ルーチン手順として行う。 
ボストーク基地の氷床コア 
（深度2570 m）の微生物 
 9 
第４回国際極年 日本国内委員会提唱研究計画 
 
 
 
南極域からの地球環境グローバルモニタリング研究 
 
 
 
研究代表者氏名・所属 
福西 浩 
東北大学 大学院理学研究科 
 
担当者氏名・連絡先 
村田 功、高橋 幸弘、藤原 均 
〒980-8578 仙台市青葉区荒巻字青葉 東北大学 大学院理学研究科 
            地球物理学専攻 惑星大気物理学分野 
tel. 022-217-6734  fax. 022-217-5775 
e-mail: murata@pat.geophys.tohoku.ac.jp, yukihiro@pat.geophys.tohoku.ac.jp 
       fujiwara@pat.geophys.tohoku.ac.jp, fuku@pat.geophys.tohoku.ac.jp 
 
国内共同研究者氏名・所属 
 
 
海外共同研究者 
S. Mende  カリフォルニア大学バークレー校 (米国) 
H.U. Frey カリフォルニア大学バークレー校 (米国)  
R.-R. Hsu      國立成功大學 (台湾) 
H. -T. Su       國立成功大學 (台湾) 
A.-B. Chen     國立成功大學 (台湾)  
L.-C. Lee 台湾国家宇宙計画局 (台湾) 
 
関連する国際研究計画の名称と関連の記述 
「Climate and Weather of Sun-Earth System (CAWSES) 国際プロジェクト」 
CAWSES 国際プロジェクトは、SCOSTEP により太陽活動が気象・気候変動に及ぼす影響につ
いて理解することを目的として2004～2008年にわたって計画されている。本研究では、気候変動
が顕著に現れる極域観測や、人間活動の影響が少ない南極域での観測環境を生かして、南極昭和基
で地地球環境の全球モニタリングを連続的に実施する。これにより 27 日周期に代表される比較的
短周期での太陽活動変化が、気象・気候変動に与える影響について理解するための貴重なデータを
取得可能である。さらに、今後、長期にわたる観測を行なっていくための観測拠点が形成される。 
 
研究計画概要 
南極域は、地球上の他の地域と比べて極めて特殊な地域である。周囲を海に囲まれた大陸が極冠
に位置しているのみならず、これまで、人間活動の場としての開発が行なわれてこなかった。この
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ような特殊性から生じる自然現象を理解し、また南極域という観測環境を利用した地球環境のグロ
ーバルモニタリング観測の拠点を形成することが本研究の目的である。本研究では、主に以下の 2
点を実施する。 
１）気球観測によるオゾン変動モニタリング 
我々のグループでは、通常の電気化学式オゾンゾンデでは観測できない上部成層圏オゾンを
観測する光学オゾンゾンデを開発し1994年より三陸で観測を行っているが、高度30 km以上
のオゾン経年変化を見ると、太陽活動の11年周期変動とよい相関を示している。上部成層圏で
はオゾンの変動は力学的要因よりも化学的要因に強く影響されることから太陽活動の直接的な
影響を受けやすく、さらに極域では太陽活動の影響が中緯度よりも顕著に現れやすいと考えら
れることから、昭和基地における上部成層圏オゾン観測を継続的に行うことで、太陽活動が上
部成層圏大気に与える影響を調べる。オゾンの長期変動に関しては、フロンガスの増加により
減少傾向を示していたが、フロン規制により大気中の特定フロン等の濃度が減少し始め、それ
に伴ってオゾンの減少速度も 1996 年頃を境に鈍ってきているとの報告もある。しかし、その
時期がちょうど太陽活動極小気であったこともあり、本当にオゾン減少に歯止めがかかってい
るのかは、今もっとも注目され議論されている課題のひとつである。また、南極の「オゾンホ
ール」もあと10年程度は現状あるいはそれ以上の規模を維持すると予測されており、「オゾン
ホール」がいつ縮小に向かうのかは我々のこれまでの大気科学に関する知見を検証する上でも
重要な問題である。本研究の気球観測では上部成層圏から下部成層圏までの広い高度領域でオ
ゾン濃度が観測出来るため、オゾン長期変動に関する貴重な情報が得られるものと期待される。 
２）シューマン共鳴波動を用いた全球雷・スプライト活動のモニタリング 
近年、人工衛星によって広範囲の雷活動がモニターされるようになり、それらと気候変動等
との関係が指摘されるようになってきた。人工衛星観測の場合、必ずしも地球全域をカバーで
きないうえに、時間的に連続なデータを提供することは不可能であることから、地球全域での
雷活動を常時モニター可能な観測が必要とされる。東北大学グループでは、南極昭和基地、ス
ウェーデン・キルナ、東北大学女川観測所のグローバルに最適に配置された3 地点でのシュー
マン共鳴波動観測から、全球的な雷・スプライト活動を常時モニターするための手法の開発に
成功した。南極域はグローバルな観測ネットワークの空白域を埋めるサイトとして不可欠であ
るだけでなく、人間活動の影響が極めて少ないため、人工ノイズの影響を受けにくく、上記の
観測に最適な電磁環境を有している。全球的な雷・スプライト発生頻度分布の推定や、雷・ス
プライト活動と太陽・地磁気活動とのリンクメカニズム等を解明するために、長期連続データ
の取得は必要不可欠である。本研究では、連続的なモニタリング観測を継続して行なっていく
ための拠点の整備とともに、雷・スプライト発生位置決定精度の向上を図る。また、東北大学
グループでは、台湾、米国との国際共同研究により、極軌道衛星(ROCSAT-II)からのスプライト・
大気光・オーロラ観測を実施している。このような国際共同研究と上記観測を組み合わせるこ
とにより、これまでにない極域、及び全球的な地球環境モニタリングが可能になるものと期待
される。 
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大気－南極氷床間の水の輸送に関する研究 
 
 
 
研究代表者氏名・所属 
平沢尚彦 
国立極地研究所 
 
担当者氏名・連絡先 
平沢尚彦 
国立極地研究所、 
郵便番号173-8515 板橋区加賀1-9-10 
tel:03-3962-5904, fax:03-3962-5704, email:hira@nipr.ac.jp 
 
国内共同研究者氏名・所属 
本山秀明・国立極地研究所、山内恭・国立極地研究所、和田誠・国立極地研究所、藤田耕治・名
古屋大学、亀田貴雄・北見工大、榎本浩之・北見工大、林政彦・福岡大学 
 
海外共同研究者 
 
 
関連する国際研究計画の名称と関連の記述 
WCRP/CliC(Climate and Cryosphere) 
「気候と雪氷圏」(Climate and Cryosphere)プログラムの中の南極氷床の質量収支（涵養と消耗）
について、大気と氷床表面の間の水の輸送に関する研究を行う。 
 
研究計画概要 
南極氷床を涵養する過程は大気からの水の供給である。消耗の一部は大気への昇華蒸発が担って
いる。この計画では、氷床を代表するいくつかの地域について、大気からの水の供給量（降水量、
着霜量）及び昇華蒸発量の季節特性や年々変動を観測データと数値モデル実験を用いて明らかにす
る。 
観測項目は、降水量、表面での熱・水蒸気フラックス、大気境界層内の気温、水蒸気、降雪粒子
の鉛直分布などである。地域は、昭和基地付近の氷床縁辺部、カタバ風帯下部のみずほ基地周辺、
カタバ風帯上部域、カタバ風帯より高地のドームふじ観測拠点である。これらの地域と観測項目を
について、2006年から10年程度を掛けて実施する計画である。 
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南極昭和基地（69°S）におけるフーリエ変換赤外分光計等を用いた 
極域オゾン層変動に関する研究 
 
 
 
研究代表者氏名・所属 
中島 英彰（なかじま ひであき） 
独立行政法人・国立環境研究所・成層圏オゾン層変動研究プロジェクト 
 
担当者氏名・連絡先 
（研究代表者に同じ） 
〒305-8506茨城県つくば市小野川16-2 
Tel: 029-850-2800, Fax: 029-863-3874, E-mail: hide@nies.go.jp 
 
国内共同研究者氏名・所属 
村田 功・東北大学大学院環境科学研究科・助教授 
江尻 省・(独)国立環境研究所・ポスドク・フェロ  ー
 
海外共同研究者 
Dr. Nicholas Jones・Wollongong University, Australia 
Dr. Stephen Wood・National Institute of Water and Atmospheric Research, New Zealand 
 
関連する国際研究計画の名称と関連の記述 
Network for Detection of Stratospheric Change (NDSC) 
 
研究計画概要 
モントリオール議定書に始まる国際的な条約のおかげで、オゾン層を破壊する原因物質である特定フ
ロンの生産は制限され、大気中濃度も2000年ごろをピークに今後減少に転じると考えられている。し
かし、オゾンホールはいまだ拡大を続け、2003年までのところオゾンが回復する兆候は見えてこない。
また、温室効果ガスの増加に伴い成層圏気温は低下傾向にあり、これによってオゾン層の回復の遅れも
危惧されている。本研究ではまだ謎の部分が多いオゾンホールメカニズムについて、多成分のガス種の
同時観測及び極成層圏雲の特性評価を行って解明していこうとするものである。そのため、比較的低緯
度にありながら冬期間極渦の中にいる期間の長い南極昭和基地(69ºS)において、高分解能フーリエ変換
赤外分光器（FTIR）による分光観測と、オゾンゾンデ・エアロゾルゾンデ等の同時観測を行う。 
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航空機を用いた南極域の大気微量気体とエアロゾルの研究 
 
 
 
研究代表者氏名・所属 
山内恭 
大学共同利用機関法人 情報・システム研究機構 国立極地研究所 
 
担当者氏名・連絡先 
和田誠 
大学共同利用機関法人 情報・システム研究機構 国立極地研究所 
wada@pmg.nipr.ac.jp 
 
国内共同研究者氏名 
平沢尚彦、森本真司、原圭一郎、林政彦 
 
海外共同研究者 
A. Herber, A. Minikin, J. stroem, R. Krejci, T. Garbrecht 
 
関連する国際研究計画の名称と関連の記述 
日独共同南極航空機観測、航空機による高緯度域のエアロゾル観測 
 
研究計画概要 
気候変動の研究にとって、温室効果気体、直接間接のエアロゾル、の振る舞いの観測は非常に重
要である。これまでの基地での温室効果気体、エアロゾルのモニタリング観測が行われてきている
が、これらのデータを良く理解するためには温室効果気体やエアロゾルの輸送、変質過程、発生源、
吸収源の情報などが必要である。またこれらの観測データを合わせることによって、極域における
温室効果気体、エアロゾルの空間分布を理解する事が可能になる。さらにエアロゾルの分布、輸送
過程の把握は、南極大陸から得られている氷床コア試料からの過去の気候の解釈のためにも、重要
である。更に南大洋の海と大気の間の温室効果気体やエアロゾルのやりとりの把握のためにも、重
要である。このために、これまでの地点観測から一歩進んだ観測、航空機を用いた水平、鉛直方向
の温室効果気体、エアロゾルの観測を行う。航空拠点を昭和基地に近い大陸沿岸地点、S17、に定
め大陸内部から海氷域、開水域の観測を、2005/2006の夏、2006/2007の夏どちらも約1ヶ月間行
う。 
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南極昭和基地大型大気レーダーを用いた極域大気の総合研究 (PANSY) 
 
 
 
研究代表者氏名・所属 
江尻全機 
国立極地研究所 
 
担当者氏名・連絡先 
佐藤 薫 
〒173-8515 東京都板橋区加賀1-9-10 
国立極地研究所・研究教育 
Phone: 03-3962-4717 Fax: 03-3962-5701  Email: 
kaoru@nipr.ac.jp 
 
国内共同研究者氏名・所属 
佐藤薫・国立極地研究所 
堤雅基・国立極地研究所 
麻生武彦・国立極地研究所 
山内恭・国立極地研究所 
佐藤亨・京都大学大学院情報学研究科 
斉藤昭則・京都大学大学院理学研究科 
一井信吾・東京大学大学院数理科学研究科 
                                 カラーの図が巻末にあります 
海外共同研究者 
Robert A. Vincent ・（豪）The University of Adelaide 
Marvin A. Geller ・（米）Stony Brook University 
 
関連する国際研究計画の名称と関連の記述 
SPARC(Stratospheric Processes And their Role in Climate)/WCRP(World Climate 
Research Programme) 
本研究計画で行う、極域大気の大気波動や乱流、極域固有の極成層圏雲等の地球気候への影響評
価は、このプロジェクトに密接に関連し、高い評価を得ている。 
SCOSTEP(Scientific Committee on Solar-Terrestrial Physics)/ICSU 
本研究計画で行う、極域大気の大気波動や乱流、極域固有の極成層圏・極中間圏雲等の地球気候
への影響評価、オーロラ等電磁擾乱特性の南北対比などのテーマは、このプロジェクトに密接に
関連し、高い評価を得ている。 
各種 resolution / recommendation: 上記SPARC, SCOSTEPから本計画は recommendationを、
また、IUGG, URSI、SCARから resolutionも得ている。  
 
研究計画概要 
南極に大型大気レーダー（VHF ドップラーレーダー）を設置し、地上 1km から 500km までの
 
 
南極昭和基地大型大気レーダーのイメージ 
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対流圏・成層圏・中間圏・熱圏（電離圏）に亘る広い高度領域の風や組成の高精度高分解能観測を
行う。これまでにない良質のデータを用いて、地球気候への重要性が指摘されながらも研究が十分
でない、南極カタバ風が引き起こす南半球規模の対流圏循環や、重力波や潮汐波、渦擾乱等小スケ
ール大気擾乱とその気候への作用、極成層圏雲や極中間圏雲（夜光雲）など極域固有の雲の物理に
迫る。また、オーロラに代表される極域固有の電離圏擾乱を新しい視点で観測できる。計算機技術
の進歩により気候モデルの高分解能化が進んでいるが、本レーダーによる観測データはモデルに現
れた極域現象の現実性を確認するよい検証データにもなる。観測地域は南極大陸沿岸部（昭和基地
など）、建設は2007年に開始、観測期間は11年間の予定（太陽活動の11年周期1周期分）。 
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南極ドロンニングモードランドにおける雪氷内陸トラバース 
 
 
 
研究代表者氏名・所属 
藤井理行 
情報・システム研究機構 国立極地研究所 
 
担当者氏名・連絡先 
古川晶雄 
情報・システム研究機構 国立極地研究所 
〒173-8515 東京都板橋区加賀1-9-10 
Tel: 03-3962-5580, Fax: 03-3962-5719, E-mail: furukawa@pmg.nipr.ac.jp 
 
国内共同研究者氏名・所属 
神山孝吉、本山秀明、東 久美子、藤田秀二、五十嵐 誠・国立極地研究所 
高橋修平、榎本浩之、亀田貴雄・北見工業大学 
本堂武夫、白岩孝行・北海道大学低温科学研究所 
鈴木利孝・山形大学理学部 
東 信彦・長岡技術科学大学 
的場澄人・国立環境研究所 
西尾文彦・千葉大学環境リモートセンシング研究センタ  ー
阿部彩子、齋藤冬樹・東京大学気候システム研究センタ  ー
 
海外共同研究者 
Per Holmlund・Stockholm University（日本−スウェーデン共同トラバース計画スウェーデン側研
究代表者） 
 
関連する国際研究計画の名称と関連の記述 
本トラバース計画は、過去数百年間の南極の質量収支を広域にわたって解明し、大気と雪氷の相
互作用の研究を南極氷床全域で行おうとする ITASE計画（国際南極科学トラバース計画）をさらに
東南極内陸部において展開しようとするものである。 
また、南極ではこれまでに、過去数十万年間の気候・環境変動を明らかにすることを目的として、
東南極にいくつかある氷床頂部で深層コアが採取された。日本はドームふじにおいて、フランスと
イタリアを中心とする欧州連合隊はドームCにおいて、ドイツを中心とする欧州連合隊はドロンニ
ングモードランド内陸部において、ロシアはボストーク基地において深層コアを採取した。さらに
中国は南極氷床の最高頂部であるドームAにおける深層コアの採取を計画している。 
これらの深層コアの解析によって明らかにされつつある過去 80 万年以上まで遡る数回の氷期・
間氷期の気候・環境変動に関する情報を相互に比較して理解する上で、東南極内陸部の表面質量収
支、氷床内部構造と基盤地形、水蒸気を含む諸物質の循環や内陸部おける物質輸送プロセス、さら
にそこで発生すると考えられる種々の化学反応による物質の変質について、東南極内陸部における
広域分布を解明する必要がある。 
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カラーの図が巻末にあります 
上記で述べた深層コアが得られた4地点を結ぶルートを設定して、共通する観測手法に基づいて
各国が共同で内陸トラバースを行おうとする気運は雪氷研究者間で高まっている。IPY4へ向けての
包括的な南極内陸トラバース計画としては、ドイツのH. Millerによる IDEA計画（Ice Divide of East 
Antarctica）が提唱されており、日本、スウェーデン、フランス、イタリア、中国等による内陸トラ
バース計画との連携がはかられることになっている。日本としてもこれらの国々と連携しつつ、ド
ームふじ基地を新たな拠点として南極内陸部での調査を進める。 
 
研究計画概要 
日本は、現在ドームふじで実施している深層掘削終了後の 2007/2008 年のシーズンにスウェーデンの
ワサ基地とドームふじ基地間の内陸トラバースをスウェーデンと共同で実施する。日本隊は昭和基地から
ドームふじ基地を経てワサ基地方面へ向かい、スウェーデン隊はワサ基地から深層コアが採取されている
コーネン基地（ドイツ）を経由してドームふじ基地方面へ向かう。両隊は適当な地点で合流し、一部の人
員と観測機材を積みかえて観測を継続し、のべ2500kmにわたる側線を完成させる。 
 さらにスウェーデンとの共同トラバース以降には中国と共同でドームふじとドーム A を結ぶ共同トラ
バースを実施する方向で検討を進めている。 
 これらの共同トラバースにおける主な研究課題と観
測項目は下記のように予定している。 
1．「南極氷床内陸部での物質輸送過程の解明」 
内陸部での水蒸気を含む諸物質の循環や物質輸送プ
ロセス、さらに輸送中の化学反応による物質の変質に
ついて、ドームふじを拠点とした内陸部の雪氷・気象
観測により、氷床内陸部における対流圏や成層圏起源
物質の輸送、循環、変質過程を解明する。 
実施項目： 
・積雪降雪試料の採取 
・積雪断面観測による表層堆積構造の観測 
・無人気象観測ステーションの展開による内陸気
象観測データの収集 
2．「過去50年間の気候及び表面質量収支の変動の解明」                           
 1957年の IGY以降の約50年間、南極沿岸域の観測基地において気象観測データが蓄積されてきた。
さらに氷床内陸部においても表面質量収支の空間分布や過去50年間に焦点をあてた時系列変動を明らか
にする。 
実施項目：表層掘削及び浅層掘削による雪氷コアの採取 
3．ドームふじ〜コーネン基地間の堆積環境、流動場、氷床内部構造の解明 
 深層掘削が実施されているドームふじ基地とコーネン基地は、南極氷床の同一流線上にあり、この間の
堆積環境、流動場、氷床内部構造に関する情報は、二つの深層コア解析結果を相互に比較する上で極めて
重要である。さらに、氷期−間氷期スケールでの氷床尾根の位置の変動といった東南極内陸域の氷床変動
史を氷床動力学シミュレーションにより解明する。 
実施項目： 
・表層探査用レーダによる表層構造観測 
・アイスレーダによる氷床内部構造観測 
・GPSによる表面高度測定 
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合成開口レーダによる 
南極沿岸域の氷床・氷河とその変動のモニタリング 
 
 
 
研究代表者氏名・所属 
大村  誠 
高知女子大学 生活科学部 環境理学科 
 
担当者氏名・連絡先 
大村  誠 
〒780-8515 高知市永国寺町5-15 
高知女子大学 生活科学部 環境理学科 
TEL: 088-873-2436    FAX: 088-824-6579 
E-mail: omura@cc.kochi-wu.ac.jp 
     
国内共同研究者氏名・所属                    カラーの図が巻末にあります 
土井浩一郎・国立極地研究所       榎本浩之・北見工業大学 
木村  宏・岐阜大学               小池克明・熊本大学 
西尾文彦・千葉大学        大内和夫・高知工科大学                   
澁谷和雄・国立極地研究所 
山之口 勤・（財）リモート・センシング技術センタ  ー
 
海外共同研究者 
国際測地学協会（IAG）委員会 4「測位と応用」，小委員会 4.4「衛星／航空機搭載撮像システム
の応用」， 
ワーキンググループ3「極域での InSAR」各国からのメンバ  ー（議長：大村 誠・高知女子大学[日
本]） 
 
関連する国際研究計画の名称と関連の記述 
国際測地学協会（IAG）委員会 4「測位と応用」，小委員会 4.4「衛星／航空機搭載撮像システム
の応用」， 
ワーキンググループ3「極域での InSAR」では，極域での表面形状およびその変化の観測で干渉
合成開口レーダ（InSAR）を応用するため各国からのメンバーが集まり，計画を検討する予定であ
る。すでに取得されている JERS-1，ERS-1/2，RADARSAT などのSAR データと今後取得される
予定のENVISAT，ALOSのSARデータを解析し，南極沿岸域の特定部分を対象とした国際共同研
究を実施する予定である。 
 
研究計画概要 
南極大陸で，表面形状とその変化をモニタリングすることは，氷床・氷河の動きを明らかにする
ことにつながり，継続的な観測が行われることで，気候変動と南極氷床の振る舞いの相互作用など
に関する重要な知見が得られる。 
南極氷床・氷河
の干渉画像 
 (Omura et al., 2000) 
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 天候が悪く，広大な南極大陸で，これらのデータを面的に観測する優れた手段のひとつとして
SAR（合成開口レーダ）があげられる。とくに複数回の観測データを用いる干渉SAR（InSAR）は，
表面形状とその変化を図のように干渉縞として表現できる。しかしながら，南極氷床には，広大か
つ計測基準点が少ない部分もあるため，定量的な観測はまだ十分でない。そこで，国際測地学協会
（IAG）の国際的なワーキンググループとも密接な連携をとりつつ，計測基準点（露岩，海岸線な
ど）が多い沿岸域でいくつかの地域を選定し，SARデータを各メンバーが独立に解析する。そのあ
と，結果を比較検討して，よりよい解析手法を開発する。また，解析結果はその時点のスナップシ
ョットとしてデータベース化し，将来のデータとの比較に備える。概ね東経０°～90°の南極の海岸
域については，昭和基地などで受信され，極地研でアーカイブされたJERS-1 およびERS-1/2 SAR
データが利用できる。また，IPY4期間中（2007年３月～2009年３月）にはENVISATおよびALOS
からの SAR データの提供が期待できる。このプロジェクトにより，極域観測手法の開発と基礎デ
ータの収集を同時に行うことができる。 
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南極海インド洋セクタにおける 
海氷生産と高密度水の形成および輸送過程の解明 
 
 
 
研究代表者氏名・所属 
若土 正曉 
北海道大学低温科学研究所 
 
担当者氏名・連絡先 
青木 茂 
〒060-0819 北海道札幌市北区北19条西8丁目 北海道大学低温科学研究所 
Tel. 011-706-7430  Fax. 011-706-7142 
shigeru@lowtem.hokudai.ac.jp 
 
国内共同研究者氏名・所属 
大島 慶一郎 北海道大学低温科学研究所 
深町 康   北海道大学低温科学研究所 
青木 茂   北海道大学低温科学研究所 
牛尾 収輝   国立極地研究所 
長島 秀樹   東京海洋大学 
道田 豊     東京大学海洋研究所 
滝沢 隆俊  海洋研究開発機構地球環境観測研究センタ  ー
永延 幹男    遠洋水産研究所 
 
海外共同研究者氏名・所属 
 
 
関連する国際研究計画の名称と関連の記述 
本研究計画は、iAnZone (International Antarctic Zone program― SCOR (Science Committee on 
Oceanic Research)の国際プログラム)で進められている南極沿岸域における環南極的かつ同期的な
国際研究観測と緊密に連携している。また南大洋 Clivar ・CliC (CLImate VARiability and 
predictablity・Climate and Cryosphere)―WCRP (World Climate Research Program)傘下の国際プロ
グラム）で継続されている気候変動ベースライン観測の一部を構成する。 
 
研究計画概要 
南極底層水の生成海域としてはウェッデル海やロス海が知られているが、近年、アメリー棚氷近
辺やアデリー海岸沖といったインド洋セクタの重要性が注目されてきている。この海域では幾つか
の顕著なポリニアの存在が知られており、海氷生産とそれにともなう高密度水の形成が重要である。
アデリー海岸沖はインド洋区の底層水を供給するだけでなく、太平洋の深層水塊特性にも強い影響
を持つと言われる。アメリー棚氷周辺域で生じた底層水はウェッデル底層水の主たる生成域である
ウェッデル海西部へ輸送されると考えられるため、ウェッデル海におけるより詳細な底層水の生成
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および輸送過程を理解する上でも意味を持つ。しかしながら、これまでの観測研究にもかかわらず、
実際の海氷生産量まで含めた底層水の形成および輸送過程における熱・塩収支については、定量的
にはほとんど明らかになっていない。そこで、本研究ではインド洋セクタにおけるA)アメリー棚氷
から昭和基地にかけての沿岸海域、B)アデリー海岸沖海域に注目して、船舶観測による海洋の空間
構造の把握と係留系による海氷生成・海洋構造の時系列把握といった集中的な観測により、海洋-
海氷系の熱・塩・質量収支を明らかにすることを目指す。特に氷厚は海氷生成とそれに伴う塩分排
出量を見積もるうえで基本的な量であるにもかかわらずほとんど実測がなされていないので、係留
系観測では流向流速計や水温・塩分計による標準的な観測に加えて海氷厚の連続観測を実施するこ
とを大きな柱とする。 
本計画を構成する海氷厚連続観測は、観測史上初めての周極的な観測キャンペーンの一翼を担う
エポック・メイキングなものである。海洋連続観測についても前例はほとんどなく、船舶観測と併
せた本計画自体の意義に加えて、国際的な同期的極域ベースライン観測の一部としての位置付けを
有する。 
係留系観測については北海道大学を中心として実施し、船舶観測については国立極地研究所・東
京海洋大学・東京大学・海洋研究開発機構・遠洋水産研究所が相互の緊密な連携をもって行うもの
である。 
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地球規模の環境変動システムに果たす 
南大洋および南極氷床の役割の解明 
 
 
研究代表者氏名・所属 
滝澤隆俊 
海洋研究開発機構 地球環境観測研究センタ  ー
 
担当者氏名・連絡先 
原田尚美 
〒 237-0061 横須賀市夏島町2-15 海洋研究開発機構 むつ研究所 
電話:046-867-9504、FAX:046-867-9455 e-mail: haradan@jamstec.go.jp 
 
国内共同研究者氏名・所属 
阿波根直一、木元克典、内田昌男・海洋研究開発機構 
三浦英樹・国立極地研究所 
横山祐典・東京大学 
 
海外共同研究者氏名・所属 
 
 
関連する国際研究計画の名称と関連の記述 
「国際プロジェクト IMAGES (International Marine Past Global Environmental Change Study) 
Project (http://images-pages.org/)」 
同プロジェクトは、SCORのコアプロジェクトPAGESの後継として1995 年にスタートし、過
去 50 万年を対象に高い時間分解能で海底堆積物に記録されている気候学的、化学的変化を測定す
ること、地球の内因的、外因的変動の感度を調べること、大気中二酸化炭素濃度を支配する海洋因
子を明らかにすることを目的にしている。フランスを中心にヨーロッパ各国、アメリカやアジアか
らは日本、中国、台湾など 24 ヶ国が参加。航海はMarion Dufresne 号を用いて行なわれ、本課題
担当者は、オホーツク海担当として参加してきており、IMAGESプロジェクトによる北半球の成果
との比較研究を行う予定である。 
 
研究計画概要 
第四紀後期は氷期・間氷期の気候変動サイクルが10万年周期で繰り返された時代である。1990
年代以降、グリーンランドの氷床コアや大西洋海底堆積物コアの解析から氷期−間氷期の気候変動よ
りさらに短周期の激しい寒冷−温暖変動が生じていたことも明らかとなってきた。最近は、この自然
変動に地球温暖化の人為起源変動が加わり、近い将来の気候変動の急峻性を予期させるものとなっ
ている。 
これまでに地球規模の環境変動を引き起こす原因と考えられてきた主要な現象は、北半球に広く分布
していた氷床の急激な崩壊であり、それに伴う大量の淡水の海洋への流入による海洋熱塩循環の変化は、
現在とは状況が異なるものの、今後起こりうる急激な気候変動のプロセスを理解する上での重要な事例
と考えられてきた。これに対して、南半球は、地球最大規模の南極氷床の存在がありながら、その周辺
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の環境変動を含めた実態解明は、北半球の氷床変動とその周辺環境への影響評価の研究に比べて、ほと
んど行なわれていない。 
南極氷床とその周辺に広がる南大洋は，気候システムにおいて地球を冷却する役割を果たしてお
り，「南極冷却圏」とも呼ばれる。これを構成するサブシステムである南極氷床，海氷、低温の表層
水や中・深層水，南極極前線などの海洋構造，南極周極流などは相互に連動して変動し、さらには
大気と海洋、生物の相互作用を通じた大気中の二酸化炭素濃度の変動をもたらすことで、地球規模
の環境変動システムに重大な影響を与えてきた可能性が指摘されている。氷期・間氷期スケールお
よびそれよりも短い周期の変動に対して、南極氷床と南大洋はどのような役割を果たしてきたのか
を明らかにすることは、地球規模の環境変動システムをより正確に理解する上で、今最も必要とさ
れている研究課題である。 
 
1. 研究の方法と目的 
氷床コアや湖沼堆積物と並び、海底堆積物を用いた100年オーダーの高解像度の環境変化の解析
は、観測データがほとんど存在しない産業革命前の自然変動の解明が期待でき、さらに地域間にお
ける環境変動イベントの時間的前後関係から現象の因果
関係を推定する上での重要なデータを提供する。 
本研究では、南大洋の太平洋セクターにおいて高い時
間解像度の海底堆積物試料を採取し、有機炭素量分析，
有機物の炭素・窒素同位体比，バイオマーカー分析、微
化石分析、IRD（漂流岩屑）解析などの海底表層堆積物
中における古海洋プロキシー（代替指標）の分布を明ら
かにする。それらの結果に基づいて、以下の項目につい
て仮説検証型研究を行う。 
（１） 南極氷床や縁辺域の海氷分布の拡大・縮小の規模
と時期の高精度決定 
（２） 極前線などの前線構造の南北移動の規模と時期
の高精度決定 
（３） 南極中・深層水の盛衰及び両者の因果関係 
（４） 大気中 CO2 の吸収域としての南大洋の役割の評
価（基礎生産量の増減、海氷の進退による蓋の効
果） 
（５） 南極底層水生成メカニズムと底層水温の変動史
の解明     
2. 調査地域と調査地点選定の理由                                          
ニュージーランドから南氷洋へ向かう南緯40度から南緯65度までの南北トランセクト（ニュージ
ーランド海台、マッコーリ−バレニイ海嶺付近；Fig.1 参照）。 
3. 観測期間 
  2008年12月〜1月 
4．観測手段 
z 海底地形および表層堆積構造調査 
z 海底堆積物採取（ピストンコアラー、マルチプルコアラー、グラビティコアラー） 
z 表層有孔虫採取（ネット） 
z 表層連続分析（水温、塩分、栄養塩、炭酸 
カラーの図が巻末にあります
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先カンブリア代南極隕石の地球化学的探索 
–“太陽系テクトニクス研究”への展開をめざして– 
 
 
 
研究代表者氏名・所属 
田中 剛  
名古屋大学大学院環境学研究科地球環境科学専攻 
 
担当者氏名・連絡先 
田中 剛 
〒464-8602 名古屋市千種区不老町名古屋大学環境学研究科(理学部気付) 
(tanakat@nagoya-u.jp) 
 
国内共同研究者氏名・所属 
南 雅代・名古屋大学大学院環境学研究科地球環境科学専攻 
浅原良浩・名古屋大学大学院環境学研究科地球環境科学専攻 
矢内桂三・岩手大学工学部 
白石和行・国立極地研究所 
 
海外共同研究者 
研究計画の進展に伴い、該当する試料を保有する人，酸素同位体の分析を分担していただける人
に共同研究を呼びかける予定。 
 
関連する国際研究計画の名称と関連の記述 
現在のところ関係はない。申請者は、NASA月試料主任研究員および IAGC地球化学図ワーキン
ググループ員として諸機関と研究をすすめている。 
 
研究計画概要 
現在までに、世界中で22,000個を越える隕石が見出されている（Catalogue of Meteorites: Grady, 
2000）。その中で最多数を占めるコンドライト隕石は、HとLとLLの、わずかに３つのグループに
区分されるに過ぎない。化学組成や同位体の研究から、それぞれの隕石グループは、各々一つの母
天体に対応すると考えられている。地球形成以来45.6億年、地球に落下する隕石の種類に変化がな
かったとは思われない。地球に落下する隕石種類の年代的変動は、太陽系を飛翔する小惑星種の変
遷の記録としての“太陽系の進化テクトニクス”を解明する第一歩ではなかろうか。 
 最近、地質時代の隕石の発見が増えてき。広く知られた第１報は1981年のNatureである。スエ
ーデンのオルドビス紀石灰岩（4.6〜4.8億年）の中には、超苦鉄質岩が含まれ、その由来は不明で
あったが、(1)によりコンドル−ルが見出された。 (2)は別の石灰岩採石場から40個以上の隕石を回
収した。産出頻度は、Arkeologen層で最も多く、その下部ではゼロになる。この時期の地球への隕
石フラックスは現在の120倍に達する。化学分析から、隕石タイプが推測された。Lタイプ隕石の
Ar-Ar年代とあわせると、L母天体の分裂がこの時期に起ったとの推定がなされた。 
 周知のように南極氷上からはたくさんの隕石が回収され、南極隕石と命名されている。もう一つ東
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南極のリュッツホルム岩体の中にはその起源がわからない（後背地がない）、直径数メートル以下の
苦鉄質・超苦鉄質ノジュールが含まれる。後背地は、プレート運動で沈み込んだ“消滅地塊”と考えら
れている。野外の産出状況は、堆積岩の中に超塩基性岩が突入したように見えるのもある。リュッツ
ホルム岩体はグラニュライト相の変成作用を被っており、ノジュールも角閃岩になっているので、鉱
物学的な隕石の構造は残っていない。 
 極地研究所の矢内桂三（現在岩手大学）、白石和行両教授から、角閃岩試料を頂き、中性子放射化
分析で、その元素存在度を分析している。結果（とくに白金族元素）の評価のために Allende 隕石
も同時に分析した。希土類元素では、コンドライト様存在度パターンを持つものも見いだされた。
しかし、希土類元素など親石元素は、周囲にある堆積岩起源の片麻岩に多量に含まれ、変成作用に
伴う移動が予想されるので、地球外物質の指標となりにくい。隕石中に含まれる白金族元素（数百
ppb）は、地殻物質の10000倍以上であり、変成作用により、その90%が周囲の片麻岩中に移動し
たと仮定しても、なお地殻物質より十分に高濃度である。現在迄に 28 個の苦鉄質／超苦鉄質岩が
分析された。同時に分析した Allende 隕石については公表値に近い値が得られたものの、角閃岩試
料の Os と Ir はさほど多くない。 分析は継続中であり、予備的な結果を第 14 回 Goldschmidt 
Conferenceで「Precambrian Antarctic Meteorite “Phantasia”」として 発表した。 
 本申請では、露岩が連続する南極大陸において、様々な地層の中から（東南極のリュッツホルム
岩体の源岩は１０億年といわれる）様々な年代の塩基性／超塩基性ノジュール（先カンブリア時代
に落下した様々な隕石！であってほしい）を回収し，その地球化学的同定から、先カンブリア時代
に地球近傍をさまよっていた小惑星の種類と頻度（太陽系テクトニクス）を解明する。 
 
 
 カラーの図が巻末にあります  
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南極大陸での広帯域地震計による無人観測点展開に関する国際共同計画 
– Antarctic Arrays – 
 
 
研究代表者氏名・所属 
坪井誠司 
海洋研究開発機構 / 地球内部変動研究センタ  ー
 
担当者氏名・連絡先 
金尾 政紀 
情報・システム研究機構 国立極地研究所 
173-8515 東京都板橋区加賀1-9-10 
tel; 03-3962-3275, fax; 03-3962-5741, email; kanao@nipr.ac.jp 
 
国内共同研究者氏名・所属 
澁谷和雄, 金尾政紀・国立極地研究所 
坪井誠司, 一瀬建日, 東野陽子・海洋研究開発機構 / 地球内部変動研究センタ  ー
田中 聡・東北大学大学院理学研究科 
村上寛史, 根岸弘明, 伊藤喜宏・防災科学技術研究所 
岩崎貴哉, 小林励司・東京大学地震研究所 
古本宗充, 平松良浩, 臼井佑介・金沢大学大学院自然科学研究科 
中西一郎, 久家慶子・京都大学理学部地球物理学科 
伊藤 潔, 澁谷拓郎・京都大学防災研究所 
趙 大鵬, 山田 朗・愛媛大学地球深部ダイナミクス研究センタ  ー
松島 健・九州大学附属地震火山観測研究センタ  ー
宮町宏樹・鹿児島大学理学部 
 
海外共同研究者氏名・所属 
B. Kennett, A. Reading・オーストラリア国立大学 
F. Davey, S. Bannister・ニュージーランド地質学原子科学研究所 
M. Ritzwoller・アメリカ, コロラド大学 
S. Anandakrishnan, A. Nyblade・アメリカ, ペンシルベニア州立大学 
D. Wiens, J. Fisher・アメリカ, ワシントン大学 
R. Butler・アメリカ地震総合研究所 
X. Song・アメリカ, イリノイ大学 
C. Müller, M. Hoffmann・ドイツ, アルフレッドウェーゲナー研究所 
J. Montagner, J. Leveque, G. Roult・フランス地球物理研究所 
A. Morelli, S. Danesi・イタリア火山地球物理研究所 
Y. Kim, Y. Jin・韓国極地研究所 
 
関連する国際研究計画の名称と関連の記述 
 南極プレート内部の構造と進化過程について地震学的な研究手法により最新の知見を得るため、
主に航空機等を活用して南極大陸全域に無人地震観測点を大規模に展開する計画が検討されている
（Antarctic Arrays）。これまで南極科学委員会（SCAR）に組織される固体地球ワーキンググループ
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（Antarctic NeoTECtonics; ANTEC）の会合（Siena, Italy, 2001、Potsdam, Germany, 2003、他）や、
「南極プレートの構造と進化に関するワークショップ（Structure and Evolution of the Antarctic 
Plate; SEAP）」(Boulder, Colorado, 2003)において、将来10年間の重点的なテーマや観測手法につ
いて議論がなされた。2007-2008 年の第４回国際極年（IPY4）に合わせて開始する案が検討され、
南極観測に携わる関連各国の積極的な協力が望まれている。 
 
研究計画概要 
AntarcticArrays 全体の具体的内容： 
1)大陸全体スケールの定常観測ネットワークの構
築（補強）（Continental Network; Backbone Network）、
2)地域的スケールの機動型アレイ観測（Regional 
Leapfrogging Arrays; Evolving Regional Array）、3)
目的を絞った３次元的アレイ観測（3-D Array）、に
大きく分類される。 
1)は、昭和基地を含む既存の国際デジタル地震観
測網（FDSN）が、南極点基地（SPA）を除き全て
海岸に位置するため、表面波解析等で得られた地震
学的構造の解像度が大陸内部で劣る。この改善をす
るためドーム域をはじめ内陸部に定常観測点を設け
る。2)は、大陸全体を10程度の扇型の領域に区切り
SPA を中心に大型航空機を活用して、各領域に数
10km間隔で面的に10～20点程度設ける。各領域で
約１年程度の観測を行い、1)よりも空間分解能の高
いデータを得る。南極大陸全体をカバーするためには少なくとも数年を要する。3)はSPAで計画さ
れ、最近200m深のボアホール点が１箇所設置された。今後５年間で計10点を完成させる。 
今後もAntarcticArrays全体の進捗状況を見守りつつ国際共同研究やJAREでの計画を進めること
が肝要である。 
IPY4でのJARE観測内容： 
現実的に可能な設営的・予算的範囲で検討した結果、西エンダービーランド〜東ドロンニングモ
ードランドの大陸氷床、特にこれまで SEAL 計画等で成果が得られているみずほ高原で、2) の
Regional Leapfrogging Arrays を補足するための広帯域地震計による無人観測点の展開を計画して
いる。 
 
観測目的： 
リュツォ・ホルム岩体の地殻〜マントルの構造とダイナミクス、さらに極域からみた地球深部の
不均質構造と異方性に関連した下記の研究テーマを中心に行う。 
・ レシーバ関数解析による地殻〜最上部マントルの速度構造の推定、SEAL人工地震結果との対比 
・ SKS波等のスプリッティング解析による地殻〜上部マントルの異方性の解明、SEAL反射断面と
の対比 
・ みずほ高原下の複雑な基盤地形による地震波形への影響の評価。特に顕著な谷構造を持つ H176
地点。 
・ 走時データによる地殻〜マントルのトモグラフィ  ー
・ 地震表面波や実体波（PP, PcP, SS等）を用いた上部マントルの構造の推定 
・ コアフェイズ等を用いた地球深部（D”〜CMB、内核）の不均質、異方性の研究 
 
観測地域： 
宗谷海岸の沿岸露岩４箇所、及び大陸氷床上４箇所 
（みずほルートの候補地：S16, S122, H176, みずほ基地） 
 カラーの図が巻末にあります
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観測期間： 
宗谷海岸の各点は、IPY4の期間中もモニタリング観測として20Hzサンプルで連続収録する。 
みずほルート上の点は、2007年秋（JARE-48）に設置〜2008年末（JARE-49）に撤収。 
観測手段： 
基本的に雪上車により地上から設置と撤収を行う。設置は他の内陸旅行隊に同行して行う。撤収
までの期間に、可能な範囲で１，２回保守をする。 
なお本計画は、IPY4で予定されている他分野の計画（雪氷内陸トラバース計画、無人磁力計ネッ
トワーク観測、等）とリンクして実施する。 
 
   カラーの図が巻末にあります  
 
文献：金尾政紀・澁谷和雄・小林励司, 2004,「南極プレートの構造と進化の国際ワークショップ
（SEAP2003）」報告, 南極資料, 48, 77-89. 
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南極海の海底堆積物の掘削による 
第四紀の南極氷床・南大洋変動史の高精度復元 
 
 
 
研究代表者氏名・所属 
三浦英樹 
情報・システム研究機構 国立極地研究所 研究教育系 
 
担当者氏名・連絡先 
三浦英樹 
173-8515 東京都板橋区加賀 1-9-10 電話：03-3962-8095 E-mail ：miura@nipr.ac.jp 
 
国内共同研究者氏名・所属 
澤柿教伸・北大大学院地球環境科学研究科 
 
海外共同研究者氏名・所属 
 
 
関連する国際研究計画の名称と関連の記述 
本研究計画は、南極ネオテクトニクス計画（ANTEC）, 南極氷床縁辺進化計画（ANTIME）, 南
極気候進化計画（ACE）と関連し、得られる成果は内陸の氷床掘削計画の成果と関連して議論
される。 
 
研究計画概要 
1990 年代以降，グリーンランドの氷床コアや北大西洋深海堆積物コアの解析から，第四紀の
グローバルな気候変動のメカニズムの原因として，北半球氷床の変動が大きな役割を果たして
きたとする議論が行われてきた。一方，現在地球上で最大規模の氷床である南極氷床とその周
辺の環境変動については十分なデータは得られておらず，南極氷床が地球環境変動に果たして
きた役割は北半球氷床に比べてまだほとんど評価されていない。その最大の理由は，(1) 南極
大陸周辺が氷海に囲まれているため海底下の氷床変動・環境変動の記録を得ることが困難であ
ったこと、(2) 氷床変動の連続的な良い記録が陸上にはあまり残されていないこと、(3) 採取さ
れた数少ない陸上および海底堆積物中には放射性年代測定を行うための炭酸カルシウムがほと
んど含まれておらず，その代替物質としての全有機炭素中には南極大陸起源以外の「古い」有
機炭素が混入して、実際よりもかなり古い年代を示すこと、といった 3 つの問題が南極氷床変
動の正確な規模や編年を困難にしていたことにある。本研究では，新たに開発した海氷上から
ボーリング機材を海底面におろして海底堆積物を掘削する装置を用いて、南極大陸周辺から、
氷床変動・環境変動を示す多数の海底堆積物コアを採取することで、上記(1)(2)の問題を解決し、
それらの試料に海洋プランクトン起源の脂肪酸を用いた新しい放射性炭素年代測定手法を適用
して(3)の問題点も解決し，最終間氷期以降の南極氷床の融氷史・環境変動史を高精度で決定す
る。さらに、それらの変動と北半球氷床変動や海洋変動との位相関係から，南極大陸と南大洋
をひとつのシステムとして捉えた「南極冷却圏」の変動が大気 CO2 濃度変動など様々な地球
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環境変動に与えた影響を評価することを目的とする。具体的には、最終間氷期（約 12 万年前）
以降の時代を対象として、下記の点を明らかにする：① 南極氷床の拡大・縮小の規模と時期の
高精度決定（特に氷流の挙動史の復元）、② 海氷分布の拡大・縮小の規模と時期の高精度決定、
③ 極前線などの前線構造の南北移動の規模と時期の高精度決定（特に氷床融解時期と海底谷に
おける水塊構造の変化との関係）、④ 生物生産量の時系列変動の実態の解明、⑤ 海洋表層の表
層化メカニズムとのその影響の解明、⑥ 南極底層水の生成メカニズムと低層水温の変動史の解
明。 
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ゴンドワナ大陸の形成と分裂：南極からの視点 
 
 
 
研究代表者氏名・所属 
本吉洋一 
国立極地研究所・地圏研究グループ 
 
担当者氏名・連絡先 
本吉洋一・外田智千 
国立極地研究所・地圏研究グループ 
〒173-8515 東京都板橋区加賀１－９－１０ 
 
国内共同研究者氏名・所属 
有馬 眞・石川正弘（横浜国大） 
廣井美邦（千葉大） 
豊島剛志・志村俊昭（新潟大） 
小山内康人・池田 剛・宮本知治（九州大） 
川嵜智佑（愛媛大） 
石塚英男・M. Santosh・吉村康隆（高知大） 
大和田正明（山口大） 
白石和行・本吉洋一・外田智千（極地研）  
 
海外共同研究者 
Australia: G. Clarke (Univ. Sydney), D.J. Ellis, M.C. Fanning (Aust. Natl. Univ.) 
Germany: J. Jacobs (Univ. Bremen)  
India: S. Dasgupta (Jadavpur Univ.) 
Russia: Mikhalski? 
South Africa: G.H. Grantham (Geocouncil), H.E. Frimmel (Univ. Cape Town) 
Sri Lanka: B. Prame (Geol. Survey), W. Kehelpannala (Inst. Fundamental Studies) 
UK: S.L. Harley, N.M. Kelly（Univ. Edinburgh） 
USA: E.S. Grew (Univ. Maine) 
 
関連する国際研究計画の名称と関連の記述 
本計画に関連する国際研究計画としては、 
■WEGAS/SEAL（東西ゴンドワナの衝突と分離、東南極リソスフェアの構造と進化計画: ドイ
ツと日本が計画している航空機による広域的な地球物理マッピング（地磁気、重力及び氷厚の
測定）（2005-07 シーズン IPY プログラム）などがある。特に、後者は、2005-2007 にかけて、
10 億年以降の岩石からなる昭和基地周辺のマッピングを予定しているが、前者と本計画をあわ
せることにより、ゴンドワナ超大陸における東南極大陸、インド、オーストラリアの各大陸間
の地質学的関係を明らかにすることができる。 
■GigaGAP (ガンブリツエフ氷下山脈−アメリー氷棚−プリッツ湾における地球科学総合研究): 
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オーストラリアが中心になって提唱している IPY プログラム。 
 
研究計画概要 
本研究は、遠く４０億年前の初期地球の大陸形成から、２億年前にゴンドワナ大陸が分裂す
るに至った過程で起きたさまざまな地殻運動の痕跡をとどめる東南極大陸に焦点を当て、ダイ
ナミックな地球の歴史をひもとき、地球の将来を予測することを目的としている。 
この研究の主要な現地の観測は国際共同による野外調査である。南極では地質調査の対象と
なる露岩地域が分散しているため、アクセスにはヘリコプターが必要不可欠である。そのため、
適当な場所に航空拠点を設け、国際的な野外調査チームを送り出すのが中心的なオペレーショ
ンとなる。具体的には、2007/08 シーズンにエンダビーランドの海岸地域（タラ・ヒルズを想
定）に国際航空基地を設け、広範囲に野外調査を実施することになる。 
結果として、インド-スリランカ-東南極を貫く古生代初期のジオトランセクトが完成する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 カラーの図が巻末にあります  
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南極海と地球環境に関する総合研究 
 
 
研究代表者氏名・所属 
福地光男 
国立極地研究所・極域研究資源センター 
 
担当者氏名・連絡先 
小達恒夫 
国立極地研究所 〒173 ｰ 8515 東京都板橋区加賀１－９－１０ 
電話： 03-3962-4363   ファクス: 03-3962-5743 E-mail:  odate@nipr.ac.jp 
 
国内共同研究者氏名・所属 
若土正暁        北海道大学低温科学研究所 
大島慶一郎      北海道大学低温科学研究所 
深町 康       北海道大学低温科学研究所 
青木 茂       北海道大学低温科学研究所 
佐々木洋        石巻専修大学工学部 
寺崎 誠       東京大学・海洋研究所 
古谷 研       東京大学 
石丸 隆       東京海洋大学 
長島秀樹       東京海洋大学 
滝沢俊隆       海洋研究開発機構 
渡邉修一       海洋研究開発機構 
永延幹夫        遠洋水産研究所 
田口 哲       創価大学 工学部 
石井雅男        気象研究所 
谷村 篤       三重大学 生物生産学部 
野木義史        国立極地研究所 
三浦英樹        国立極地研究所 
牛尾収輝        国立極地研究所 
橋田 元       国立極地研究所 
平譯 亨       国立極地研究所 
 
海外共同研究者 
Harvey Marchant    オーストラリア南極局 
Graham Hosie    オーストラリア南極局 
川口 創        オーストラリア南極局 
John Church      オーストラリア CSIRO 
Steve Rintoul     オーストラリア CSIRO 
Brian Brifith       オーストラリア CSIRO 
Tom Trull       タスマニア大学南極 CRC 
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関連する国際研究計画の名称と関連の記述 
海洋・海氷の観測分野では、SCOR 主導の iAnZone (International Antarctic Zone program)、
また、WCRP の Clivar・CliC (CLImate VARiability and predictability・Climate and Cryosphere)
が関連する。古環境復元の観測分野では、ANTEC（南極ネオテクトニクス計画）、 ANTIME
（南極氷床縁辺進化計画）、 ACE（南極気候進化計画）などと関連する。海洋生物生産の観
測分野では、SOLAS (Surface Ocean Lower Atmosphere Study). また、海洋生物センサスの観
測分野では、CoML (Census of Marine Life) の一環とする CircAntCoML (Circum-Antarctic 
Census of Marine Life)に呼応する計画である。 
 
研究計画概要 
日本南極観測はこれまで昭和基地およびその周辺や内陸を中心に多岐に及ぶ分野の観測を実
施してきた。雪氷・地学にまたがる古環境復元やゴンドワナ分裂の歴史を解明する観測分野を
初めとし、大気観測、海洋・海氷観測、海洋生物観測、地学観測など多岐に及ぶ研究成果をあ
げてきた。しかし、南極大陸を取り囲む南極海においては昭和基地の往復航路上の限られた観
測や第４３－４４次の専用船による観測に限られており、いまだ、観測の空白地帯として残さ
れている。南極大陸周辺が海氷に覆われており、海氷下の海洋構造や海洋生態系、また、海底
そのものの情報や海底下に隠されている氷床変動や古環境の歴史については一切手が付けられ
ていない状況である。昭和基地における此れまでの、雪氷・大気観測、海洋・海氷観測、海洋
生物観測、地学観測、などの成果は、昭和基地の沖合い海氷域、更に北方の空白海域における
現場観測が実施されることにより、初めて正確に理解しえる部分が数多く残されている。特に、
昭和基地の沖合い海域はゴンドワナ大陸分裂史を明らかにする上で、まさしく南極へのデート
ウエーにあたるところであり、国内外から観測の実施が望まれているところでもある。ここに
提唱する研究計画は、日本の主導により国内外の各種海洋観測船を導入し、地球環境の様々な
時間スケールの変動現象を理解することを主目的とし、過去から現在までに南極海で起こった、
また、起こりつつある各種自然現象を地球システムにそのような役割を演じているのかを、共
同研究者が複数のグループ研究を同時に進めることにより、南極海を総合的に研究する。IGY
から 50 年目の南極海洋研究のマイルストーンを日本主導で実施する。 
昭和基地の各種観測と並行して、その北側の海氷域内における砕氷観測船による観測、さら
に北側海域は耐氷タイプの観測船、さらに北方海域は通常の海洋観測船を導入し、また、それ
ぞれの観測船の観測設備の特殊性を活用し、各研究グループの目的に合致した観測を効率的に
実施する。これらの研究グループと各種観測船を組み合わせることが本研究計画の骨格であり、
これまで南極海域で一度も実施されたことがない研究システムである。 
 
主要研究グループのテーマは以下の通りである。 
１。南極海インド洋セクターにおける海氷生産と高密度水の形成および輸送過程の解明（グル
ープ代表：若土正暁） 
２。南極海南インド洋のゴンドワナ分裂史と古環境の解明（グループ代表：野木義史） 
３。南極海の海底堆積物の掘削による第四紀の南極氷床・南大洋変動史の高精度復元（グルー
プ代表：三浦英樹） 
４。南極季節海氷域における生物生産過程の解明（グループ代表：小達恒夫） 
５。南極海洋生物センサス（代表：福地光男） 
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南極大陸内陸部における（無人）観測基地網の展開 
 
 
研究代表者氏名・所属 
渡辺興亜 
国立極地研究所 
 
担当者氏名・連絡先 
伊藤一 
〒173-8515 東京都板橋区加賀１－９－１０ 
国立極地研究所 
hajime@pmg.nipr.ac.jp 
 
国内共同研究者氏名・所属 
（多数につき列挙しない） 
 
海外共同研究者 
（多数につき列挙しない） 
 
関連する国際研究計画の名称と関連の記述 
名称を挙げられるものはまだ無い（COMNAP などに WG を設置したい） 
 
研究計画概要 
IGY を契機に、多数の南極観測基地が設置され、活発な観測活動が行われている。しかしな
がら、その配置が現在なお沿岸部に偏在していることは否めない。現在でも内陸基地は南極点、
ボスト−ク、ド−ムふじ、ド−ムＣ，ハインツ・コ−ネン基地などに限られ、その多くは夏期基地
である。維持に巨額の経費を要し、設営技術的にも困難な冬期の観測は限定的である。地球シ
ステムにとっての駆動域としての南極大陸の重要性に鑑み、その大陸平面を覆う観測基地「網」
の新たな展開という観点はＩＰＹ４という南極観測の新たな幕開けにふさわしい構想であろう． 
維持経費を考慮し、最近の設営・観測技術上の発展を積極的に取り入れれば、新設内陸基地は無
人運営を基本とすべきである。長期間無保守運転のできる観測機器の開発が最も必要な事は言うま
でも無いが、新たなエネルギー源の確保および観測情報伝達方式の開発が、恒久無人基地実現の要
点となる。すでに、国立極地研究所などでは、風力や太陽光などの自然力発電や大容量蓄電池の開
発に着手している。取得したデータをリアルタイムで活用できれば、観測の意義が向上する。観測
結果を日本まで即時伝送する技術や機器の開発も急務である。これについても、極地研究所共同利
用研究経費を用いて研究が進められている。 
国際内陸観測網の展開には各国の協力が必要であることは言うまでもないが、観測網展開の
第一段階は技術面における諸課題の解決であり、ＩＰＹ４に向けて、準備を進めていく必要が
ある．わが国の課題として、観測技術、無人基地維持の技術開発とともに、例えば、現ドーム
ふじ基地に無人観測装置を設置し、通年観測基地の機能を確立し、さらに国際的協議のもとに
観測網展開について協力する。今後ＩＰＹ４参加各国に呼びかけ、国際プロジェクトとして本
計画を推進する。 
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南極大陸広域航空プラットフォーム観測 
 
 
研究代表者氏名・所属 
渡辺興亜 
国立極地研究所 
 
担当者氏名・連絡先 
伊藤一 
〒173-8515 東京都板橋区加賀１－９－１０ 
国立極地研究所 
hajime@pmg.nipr.ac.jp 
 
国内共同研究者氏名・所属 
（多数につき列挙しない） 
 
海外共同研究者 
（多数につき列挙しない） 
 
関連する国際研究計画の名称と関連の記述 
ドイツ−日本共同航空地球物理観測 
「研究」計画ではないが、関連事業として DROMLAN 
英国、スコット極地研究所南極広域アイスレ−ダ−観測 
 
研究計画概要 
航空機による観測は、地上観測に比べて広域を、衛星観測に比べて詳細に調査できることを
特長とする。特に、地上観測地点の希薄な極域においては有効性が高く、全体の極地観測シス
テムの中において、重要な観測手段である。現在までに、北極においては、いくつかの航空機
観測が実施され、期待通りの成果を挙げている。南極でも、ドイツを中心として観測飛行が実
施され、日本−ドイツ共同観測も計画されているが、利用しうる航空機の性能的制約もあり、
観測領域は限定され、観測項目も限定されている。南極大陸全域を覆う本格的な航空機観測は
計画段階であり、未だ実施に至っていない。IPY-4 の機会に、わが国は南極大陸において、航
空機による大規模、多目的観測を実施しうる、航空プラットフォ−ム観測計画を提案する。 
日本の観測用航空機（ガルフストリーム II クラスの機種を想定している）を使用するが、機
上の観測は国際共同とし、広く各国に参加を呼びかける。学術分野についても、特定分野に限
定せず、特に学際的な計画を歓迎する。航空観測領域はノボラザレフスカヤ基地−南極点、昭
和基地−ド−ム A など、それぞれ４０００ｋｍ程度の測線に沿った飛行を想定し、提案される観
測計画に基づいて詳細測線、飛行計画を決定する．本計画の観測領域拡大、観測者の南極大陸
へのアクセスの便宜のため、本計画実施前に昭和基地対岸の氷床上に航空基地を設置し、ケー
プタウンから直接、人員輸送、機材を搬入を計画する。 
IPY-4 の期間中に本観測を一回以上計画し、計画期間前に予備観測を含めた航空機運用試験
飛行を実施する。  
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地球環境変動における北極域中層・超高層大気の役割の研究 
 
 
 
研究代表者氏名・所属 
福西 浩 
東北大学 大学院理学研究科 
 
担当者氏名・連絡先 
村田 功、高橋 幸弘、藤原 均 
〒980-8578 仙台市青葉区荒巻字青葉 
東北大学 大学院理学研究科 地球物理学専攻 惑星大気物理学分野 
tel. 022-217-6734  fax. 022-217-5775 
e-mail: murata@pat.geophys.tohoku.ac.jp 
       yukihiro@pat.geophys.tohoku.ac.jp 
       fujiwara@pat.geophys.tohoku.ac.jp 
       fuku@pat.geophys.tohoku.ac.jp 
 
国内共同研究者氏名・所属 
久保田 実（情報通信研究機構） 
 
海外共同研究者 
赤祖父 俊一（米国アラスカ大学国際北極圏研究センター） 
Vladimir Koshelev（ロシア太陽地球物理学研究所） 
 
関連する国際研究計画の名称と関連の記述 
Japan Arctic Monitoring and Process study (JAMP) 
北極圏とそれを取り巻く周極域は、地球環境変動の影響が最も顕著に現れる地域として地球
環境変動の鋭敏なセンサーの役割を果たしている。JAMP プロジェクトは、我が国の大学と
研究機関に所属する研究者がコンソーシアムをつくり、北極域の環境変動の研究を本格的に
行うための計画で、 
１）北極圏およびその周辺地域での気候システムの素過程と相互作用の解明 
２）地球温暖化の高精度未来予測 
３）人為的要因による温暖化の制御 
を目的としている。本研究は、上記の主に１）に関して、北極域の中層・超高層大気を対象
にした研究を行うものである。 
 
研究計画概要 
北極域は、地球環境変動の影響が顕著に現れやすい地域であるとともに、大気―陸域―海洋
間の複雑なフィードバック効果によって温暖化を加速させる地域として地球環境変動のメカニ
ズムの中できわめて重要な役割を演じていることが分かってきた。本研究はこのメカニズム解
明の一環として、北極域の中層・超高層大気におけるさまざまな変動をモニタリングし、その
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物理機構や相互作用を調べることを目的とする。具体的には、以下の４項目の研究を計画して
いる。 
1) フーリエ変換型分光計を用いた極域大気中の微量成分変動観測 
 フーリエ変換型分光計(FTIR)は、多成分同時観測が可能なことと、高分解能の分光計を使用
することで高度分布の情報も得られる点に特徴がある。成層圏変動観測ネットワーク(NDSC)
においても、この特長を生かしてヨーロッパやアメリカを中心に FTIR 観測網が展開されてい
るが、シベリア地域には観測拠点がない。シベリアは、冬季極渦の変動に伴い極渦の内外を交
互に観測する機会が多く、北極オゾン破壊を観測する上で、極渦内外の各成分の変動が得られ
る点が興味深い。また、近年シベリアにおける森林火災の件数が多く、全球的な二酸化炭素発
生量への影響も無視できない。広大な湿地から発生するメタンも含め、シベリア地域は地球温
暖化問題の解決にとって重要である。本研究では FTIR 観測の空白域となっているシベリアで
大気微量成分の変動を観測し、化学的オゾン破壊量とそのメカニズム解明および温室効果気体
や森林火災起源物質のシベリアでの発生量推定に寄与することを目的とする。 
2) 北極域レーダー観測網を用いた極域熱圏/電離圏変動の研究 
  近年の極域レーダー観測網の充実は著しく、南北両半球での極域の様々な現象について、時
間変化や空間的な広がりを議論することが可能となってきた。特に、HF レーダー観測網であ
る Super Dual Auroral Radar Network (SuperDARN)は磁気圏、電離圏の現象を 2 次元的に捉え
る上で極めて有効であり、また、IS レーダー(EISCAT レーダー)では鉛直方向の電離圏パラメ
ータや下部熱圏風の導出が可能である。これらのレーダーを用いて、熱圏/電離変動を調べるこ
とにより、極域へ流入した太陽風エネルギーや、その輸送過程を知ることができる。また、地
球温暖化の影響が熱圏/電離圏にも及んでいる直接的証拠が、近年示されるようになってきたが、
そのような下層大気が超高層大気に及ぼす影響についても更に詳細に議論可能と考えられる。 
3) オーロライメージング観測による電離圏・磁気圏変動の研究 
 情報通信研究機構との共同研究により、アラスカ・ポーカーフラット（磁気緯度 65.6°N）で
稼動している 2 台の全天イメージャー・データをもちいて、地球の自転とほぼ同期して出現す
る準共回転オーロラ現象の詳細を調べる。これまでの研究から、東北大学グループでは、準共
回転オーロラパッチの動きをベクトル化し、それを磁気圏赤道面にマッピングすることにより、
磁気圏でのプラズマ流のパターンを求めることに成功した。この手法を用いて地上のオーロラ
の動きから磁気圏プラズマのリモートセンシングを行ない、太陽風-磁気圏-電離圏結合過程を
調べる。超高層大気へのエネルギー流入過程や、地磁気活動と中層大気、後述のグローバルサ
ーキット等との関連を議論するうえで重要な結果が蓄積されるものと考えられる。 
4) 北欧におけるスプライト観測 
 スプライトに代表される雷雲上空の発光現象は、十数年前に発見された当初は特異な現象か
と考えられていたが、現在では全球的に分布する現象であることがわかってきており、そのた
めこれが地表と電離圏を結ぶ全球的な電流回路を担っている可能性が指摘されている。我々の
グループでは発見当初からスプライト観測を行っているが、アメリカや日本に加え、スウェー
デンのキルナを拠点とした北極域の観測も開始している。本研究では、キルナに設置した光学・
電波観測装置による北極域でのスプライト活動の観測、南極昭和基地・キルナ・東北大学女川
観測所の 3 地点でのシューマン共鳴波動観測からの全球的な雷・スプライト活動モニター、さ
らには台湾・米国との国際共同研究による衛星(ROCSAT-2)からのスプライト観測により、北
極域におけるスプライト活動の変動、および地球環境変動との関係やそのメカニズムを解明す
ることを目的とする。 
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北極域アラスカの中層・上層大気の力学・化学・電磁力学過程 
に関する総合観測 
 
 
 
研究代表者氏名・所属 
村山泰啓 
 (独)情報通信研究機構 
 
担当者氏名・連絡先 
村山泰啓 
184-8795  東京都小金井市貫井北町 4-2-1 (独)情報通信研究機構 
Tel: +81-423-27-6685, Fax: +81-423-27-6678, e-mail: murayama@nict.go.jp 
 
国内共同研究者氏名・所属 
石井守, 久保田実, 坂野井和代, 川村誠治, 落合啓, 水谷耕平, 笠井康子, 山森美穂, 田中良
昌 (情報通信研究機構), 福西浩, 村田功 (東北大), 堤雅基, 麻生武彦 (国立極地研), 川原琢
也, 野村彰夫 (信州大) 
 
海外共同研究者 
Roger Smith, Richard Collins, Hans Stenbaek-Nielsen, Dirk Lummerzheim, Brenton Watkins, 
Shin-ichiro Oyama (GI/UAF, USA), Mark Conde (Latrobe Univ., Australia), Frank Murcray 
(Denver Univ., USA), Nicholas Jones (Univ. of Wollongong, Australia), David Holdsworth 
(ATRAD, Australia), Iain Reid, Robert Vincent (Univ. of Adelaide, Australia), Werner Singer 
(Institute for Atmospheric Physics, Germany), Dennis Riggin (Colorado Rresearch Assciates, 
USA), Yuri Portnyagin (Institute of Experimental Meteorology, Russia)  
(NB: NICT=National Institute of Information and Communications Technology, Japan; 
GI/UAF=Geophysical Institute, University of Alaska Fairbanks) 
 
関連する国際研究計画の名称と関連の記述 
Theme-3 Atmospheric Coupling Processes, CAWSES (Climate and Weather in the 
Sun-Earth System) (proposed and promoted by Committee on Space Research) 
 
研究計画概要 
アラスカ・ポーカーフラット実験場を中心とした北極域アラスカの中層・上層大気の力学・
化学・電磁力学過程に関する総合観測システムがこれまでの 10 年間で構築されてきた (図１)。
この観測システムは、大気の物理過程を観測する装置(レイリーライダー、ナトリウムライダー、
ファブリペロー干渉計、大気光イメージャ、MF レーダー)、大気の化学組成やエアロゾルを観
測する装置(FTIR、ミリ波ラジオメータ、多波長ライダー)、オーロラ粒子降り込みや電磁力学
過程を観測する装置(イメージングリオメータ、SuperDARN HF レーダー)などから構成され
ている。本プロジェクトは、太陽-地球系における大気過程とりわけ太陽活動の変動に対する極
域大気の応答に主眼を置いており、オーロラ粒子/エネルギー流入の 2 次元分布やその大気への
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影響、オーロラの中層大気オゾンへの影響や更には温度への影響、極渦や大気波動の変動、中
間圏大気循環の変動とその成層圏・対流圏との関係などの解明を目的とする。 
 また、アラスカで得られた観測データの有効利用を図るため、我々はアラスカ大学の地球物
理学研究所やスーパーコンピューティングセンター、国際高速ネットワーク実験(APAN、
TransPAC など)と協力して、国際高速ネットワークを用いたデータネットワークシステム(国際
中層大気環境観測実験データ処理装置：SALMON)を開発した(図２)。SALMON によって、ア
ラスカで取得されたデータのリアルタイム転送、自動解析処理、データの Web 公開、共同研
究者へのデータ配布などが可能となった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図２ データネットワークシステムSALMONで用いた国際高速ネットワーク 
                     カラーの図が巻末にあります  
 
図１ 本プロジェクトで用いる観測装置群と観測対象 
                 カラーの図が巻末にあります  
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極渦中心追跡型成層圏プラットフォーム”Vortex Chaser”による 
極域観測計画 
 
 
 
研究代表者氏名・所属 
田中 博 
筑波大学生命環境科学研究科地球環境科学専攻 
 
担当者氏名・連絡先 
 
 
国内共同研究者氏名・所属 
渡来靖・筑波大学陸域環境研究センター 
福西浩・東北大学大学院理学研究科 
松見豊・名古屋大学太陽地球環境研究所 
中島英彰・国立環境研究所 
村山泰啓・通信総合研究所 
 
海外共同研究者 
Syun-Ichi Akasofu, University of Alaska 
John E. Walsh, University of Alaska 
Glenn E. Shaw, University of Alaska 
 
関連する国際研究計画の名称と関連の記述 
アラスカ大学国際北極圏研究センター・CAMP プロジェクト・JAMP プロジェクト 
 
研究計画概要 
北極圏の詳細な観測と実態の把握、種々の現象の理解は、気候変動予測モデルの開発におい
てネックとなるもので、この問題を打開するためには、国際北極年をターゲットに観測プロジ
ェクトの目玉ともなる 21 世紀型の観測計画が必要である。北極圏の観測には北極海沿岸に数
点存在するする高層気象観測網、海洋ドリフトブイや極軌道衛星リモセンなどから得られるデ
ータを 4 次元同化技術によりモデル内に同化して、広域の気象要素の分布を推定している。し
かし、信頼の置ける時空間高密度データ網の整備は特に対流圏上層において脆弱であり、抜本
的な技術革新によって打開策が期待される。 
本企画で提案する「極渦中心追跡型成層圏プラットフォームによる極域観測計画」は実用化
間近の成層圏プラットフォームや風船ロボット技術を応用し、飛行船による上空からの極域継
続観測網を実現させるものである。北極圏の対流圏から成層圏にかけての上層大気には顕著な
極渦が存在し、寒帯ジェット気流の速度は時に 100 m/s にも及ぶことがあるが、極渦の中心は
静穏であり、下降流が卓越することから上空では晴天率が極めて高い。そこで巨大な飛行船船
体に広大な太陽電池を装着させ、燃料電池でエネルギーを蓄積させることで、十分な動力源を
確保した飛行船を、静穏な極渦中心付近に常駐させることで、北極圏の広域観測が持続的に可
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能となる。特に白夜が始まる 3 月から極夜になる 9 月までの間、常に船体が極渦中心を追跡し
続けるようプログラミングすることで、静穏晴天大気上空からの継続観測が可能になる。十分
な動力源があれば、気象局による大気循環モデル予測と組み合わせることで、観測期間終了時
には目的の研究施設に誘導し、安定に着陸させ、次の観測に備えて繰り返し観測が可能となる。 
 
 
 
【成層圏無線プラットフォームの実用イメージ図】 
 
 
 カラーの図が巻末にあります  
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ユーラシア氷河域の過去変動と将来モニタリングの基盤構築 
 
 
研究代表者氏名・所属 
大畑哲夫 
北大・低温研 / 地球環境観測研究センター（JAMSTEC） 
 
担当者氏名・連絡先 
同上 
 
国内共同研究者氏名・所属 
高橋修平（北見工大）、藤田耕史（名大）、門田勤（地球観測センタ （ー海洋研究開発機構））、
藤井理行（極地研（情報システム研究機構））、中尾正義（地球研） 
 
海外共同研究者 
未定 
 
関連する国際研究計画の名称と関連の記述 
現在企画中の WCRP/CliC（気候と雪氷圏）計画の一環としての研究である。 
 
研究計画概要 
氷河は気候の産物であり、気候の変化に対し応答時間が長いにもかかわらず、素直に反応するも
のであり、気候変化の指標として重要視されている。現在進行中の温暖化の中で、全般的にその縮
小傾向が確認されているが、各地域において多様性があり、いかなるプロセスで、またどのような
気候要素の変化が影響してそれが起こっているかは、いまだ不明な点が多い。また氷河の存在する
高標高地域の温暖化は低地に比べて大きいとされている事実は、今後の氷河の劇的な変化を懸念さ
せる。また逆に氷河変動の事実は、その山岳地域の気候変化の特徴を浮き彫りにする。 
本研究の目的は、ユーラシア地域の氷河を対象として 
(1) ここ100年程度の氷河変動について、データ取得が可能な地域を網羅し、記載し、氷河モデル
を応用し再現性を確認する。 
(2) 現在の氷河の状態を精度良く記載する。 
(3) 氷河および氷河地域の気象・水文環境の将来監視の基礎を築く。 
 
本研究期間は2006-2010年であり、実施する観測研究は以下のとおりである。 
(1) ユーラシア氷河について、過去の記録のある氷河に関しては、測定を行い、1950,60年代の測
定記録と照らし合わせ、近年の氷河変動傾向を確認する。2006-2009 年の期間に手分けして実施
する。 
(2) GRIMS の計画に関係し、観測氷河以外の氷河を含め衛星画像データから当該地域の氷河台帳
を作成し、基礎資料とする。 
(3) 氷河関係の情報量の多い地域について、氷河モデルを媒介にし、過去気候は客観解析データ
(ERA-40など)とし氷河過去変動についてシミュレートし、その俄然性について解明する。 
(4) 将来モニタリングの基礎として、上記の情報に基づき過去情報のある氷河を中心として、氷河
監視の最適配置戦略と登録氷河網を構築するとともに山岳環境の持続的変動把握のために気象水
文観測体制を充実させる。 
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北極域環境変動と水循環変動 
 
 
 
研究代表者氏名・所属 
大畑哲夫 
北海道大学・低温科学研究所 (ohata@pop.lowtem.hokudai.ac.jp) / 地球環境観測研究セン
ター（JAMSTEC） 
 
担当者氏名・連絡先 
同上 
 
国内共同研究者氏名・所属 
高橋修平（北見工大）、児玉裕二（北大・低温研）、山内恭（極地研（情報システム研究機構）、
榎本浩之（北見工大）、青木輝夫（気象研究所）、太田岳史（名古屋大） 
 
海外共同研究者 
未定 
 
関連する国際研究計画の名称と関連の記述 
現在企画中の WCRP/CliC（気候と雪氷圏）計画の一環としての研究である。 
 
研究計画概要 
北極域は、極域ながら固有の海洋・大陸の配置により、また大陸が凍土・積雪・植生など特
色を持つ地表面状態を維持していることから、地球表面で特徴的な水熱交換が行われ、特有の
循環場が形成されている上、それらが相互に影響し合う形で気候変動・温暖化が生じている。
気候形成にとって重要な一プロセスである水循環は降水量の不確実性や河川流量の測定網不足
に見られるように、いまだ不確定性が存在しているが、これに着目し水に関する多元観測を実
施する。本研究では、2007-2008 年の IPY を機会に、集中観測を実施することにより、北極域
の水循環像をより詳細に明らかにする。 
次の 3 点が研究目標である。 
(1) 北極域のより精度の良い水循環像を描出する。 
(2) 北極域における海洋・大陸域相互作用を解明する。 
(3) 今後の温暖化による水循環変動に備え、観測網を整備する。 
それを実現するために以下の観測研究を行う。 
(1) 2007-2009 年にかけて、2 年間の北ユーラシアから北極海にかけてゾンデ・レーダー・水蒸
気量・地上気象・降水の諸観測を強化させる。 
(2) それらデータに基づき、大循環モデルを用いて高精度の客観解析データを取得し、水・エ
ネルギー循環の季節的変化についてより精度の高い解析を行う。 
(3) 流量未測定河川を含め、北極海流入河川の流量観測および関係地上気象・水文観測を強化
する。 
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アラスカ・マッコール氷河雪氷調査計画 
 
 
研究代表者氏名・所属 
高橋修平 
北見工業大学 
 
担当者氏名・連絡先 
高橋修平 
〒090-8507 北見市公園町 165 北見工業大学  
 
国内共同研究者氏名・所属 
藤井理行、五十嵐誠／国立極地研究所 
高橋修平、佐藤研吾／北見工業大学 
瀬川高広、植竹 淳／東京工業大学 
佐藤和秀／長岡高等工業専門学校 
 
海外共同研究者 
Mat NOLAN・アラスカ大学 
Shunichi AKASOFU・アラスカ大学北極研究センター 
 
関連する国際研究計画の名称と関連の記述 
とくになし。 
 
研究計画概要 
1957/58 年の国際地球観測年(IGY: International Geophysical Year)以来、精力的に観測の行わ
れているアラスカ北部ブルックス山脈・マッコール氷河において、これまでなされていなかっ
た氷コア観測を中心とした研究を実施する。 
〔期間〕2003-2006 年 
〔地域〕アラスカ・マッコール氷河 
〔目的〕 
・氷コアによる短期気候変動解析および Mt. Logan 氷コア等との比較による南北比較 
・北極圏寒冷氷河の雪氷特性調査 
・最近の人間活動による環境影響調査 
・氷河上生物活動調査 
・内部形成氷層の形成メカニズム 
〔調査内容〕 
・涵養域における岩盤までの氷コア採取 
・氷コアの同位体・化学成分・花粉等分析 
・年間涵養量の観測 
・涵養域での気象観測 
・氷河流動量観測              
・氷河表面生物活動調査 
図１．アラスカ・マッコール氷河 
         カラーの図が巻末にあります
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国際極年における東シベリアの氷河分布調査および雪氷学的観測 
 
 
 
研究代表者氏名・所属 
高橋修平 
北見工業大学 
 
担当者氏名・連絡先 
高橋修平 
〒090-8507 北見市公園町 165 北見工業大学  
 
国内共同研究者氏名・所属 
高橋修平、榎本浩之、亀田貴雄／北見工業大学 
福田 明／静岡大学工学部 
白澤邦男、白岩孝行／北大低温科学研究所 
杉浦幸之助／洋科学技術センター地球観測フ
ロンティア研究システム 
 
海外共同研究者 
Yuriy Kononov・ロシア科学ｱｶﾃﾞﾐ地理学研究所 
Maria D. Ananicheva・ロシア科学ｱｶﾃﾞﾐ地理学
研究所 
 
関連する国際研究計画の名称と関連の記述 
WCRP 計画の最新の中核プロジェクトとなった CliC (Climate and Cryosphere) プロジェク
トは次のような目標を掲げており、本研究はその一環としてシベリア山岳地域観測における観
測を行う。 
１）雪氷圏が相互作用を起こしている気候システムについて物理過程およびフィードバック機
構の理解を向上させる。 
２）気候の再現・気候変化の予測における不確実性を減少させるため、モデルにおける雪氷圏
過程の表現を向上させる。 
３）過去および将来の気候変動性と変化が雪氷圏因子に与える影響とその結末を評価し定量的
に把握する。特に全球水・エネルギー収支、凍結土壌状況、海水面変動、極域海氷の維持
についてである。 
４）プロセス研究、モデル評価、変動探知のために雪氷圏の観測とモニタリングを強化する。 
 
研究計画概要 
国際極年に向けて東シベリアおよび周辺地域において次の各種データを取得する（図１）。 
〔期間〕2004-2007 年 
〔地域〕東シベリア、スンタル・ハイアタ山脈、オイミヤコン、オホーツク海北部地域 
〔目的〕 
図１．東シベリア観測地域 
 カラーの図が巻末にあります
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1) 1958 年に観測されて以来、1970 年に一部が調査されたほかは、観測されていなかった東
シベリア、スンタール・ハイアタ山脈について衛星観測および地上観測の両面から氷河分
布、面積、規模の調査および気象観測を行う。 
2) 氷河流動観測を行い、表面質量収支との関連から、環境変動に対する氷河質量収支シミュ
レーションのための基礎データを得る。 
3) 陸地の寒極とされるオイミヤコン地域において、気象観測を実施し、過去の気象条件と比
較して最近の気候変化を調べる。平地気温と山岳地域気温の関係を求め、氷河消長環境デ
ータを得る。 
4) オホーツク海北端のマガダンやオホーツク市の気象データを入手し、北極海沿岸域とオホ
ーツク海域との気温変動関連および両地域海氷状況の盛衰との関連を調べる。 
〔調査内容〕 
1)スンタール・ハイアタ山脈 No.31 氷河において氷河面積調査、アイスレーダーによる氷厚
観測、衛星画像解析により氷河規模の調査を行う。また IGY 当時の気象観測所に無人気象
観測装置を設置し 50 年前との比較を行う。 
2) 雪尺観測による表面質量収支観測およびＧＰＳによる氷河表面の流動観測を行い、氷河質
量収支計算のための基礎データを得る。 
3)オイミヤコン地域において、無人気象観測装置一式設置および気温計多点設置を行い、低
温発生の仕組みを観測するとともに、平地気温と山岳地域気温の変動データを得る。 
4) オホーツク海北部沿岸マガダン、オホーツク市の気象データを入手し、北極海沿岸域とオ
ホーツク海域海氷状況の関連を調べる。 
 
 
 
 
 
図２．スンタル・ハイアタNo.31氷河 
 カラーの図が巻末にあります  
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西部北極海における太平洋及び大西洋起源水の分布と 
それらが氷野に及ぼす影響についての観測研究 
 
 
 
研究代表者氏名・所属 
滝沢 隆俊 
独立行政法人海洋研究開発機構 
 
担当者氏名・連絡先 
滝沢 隆俊 
〒 237-0061 横須賀市夏島町 2-15 
Tel:  046-867-9450 
Fax: 046-867-9455 
E-mail: takizawat@jamstec.go.jp 
 
国内共同研究者氏名・所属 
 
 
海外共同研究者 
 
 
関連する国際研究計画の名称と関連の記述 
 
 
研究計画概要 
海洋学や気候学的に見て北極海の最大の特徴は、その大部分が夏でも厚い海氷に覆われてい
る事である。海氷は大気・海洋間のエネルギーや物質の交換を抑制する海の蓋の効果を持つと
ともに、アルベドの増大によって海面における放射収支を大きく変える。そのため、温暖化に
より海氷がわずかでも減少すると、正のフィードバック効果によりその減少は急激に進む。そ
の結果として北極海の海氷の変化は、大気・海洋大循環を介して全球規模の気候変動に重大な
影響を与える。北極海の気候変動研究は、夏でもほぼ海全体を覆う海氷の存在とそれを可能な
らしめる海洋構造に関する理解が最も重要である 
北極海では 1990 年代になって海氷の面積・厚さの減少が報告されているが、2002 年夏季は
特に著しく、太平洋側では観測史上最も海氷域が後退し、大西洋側ではグリーンランド海から
海氷が消滅するなど地球温暖化を思わせる変動が起こっている。北極海内部での海氷域の後退
はどこでも一様に起こっているわけではなく、特にベーリング海峡の北側の西部北極海で著し
く見られる。この海域では、夏にベーリング海から夏季太平洋水と呼ばれる暖水が流入し、深
さ数 10ｍに広がっている。夏季太平洋水の高水温域と最近の海氷融解の顕著な領域はよく一致
しており、夏季太平洋水が西部北極海の海氷分布に大きな影響を与えている証拠と言える。 
本研究課題では、夏季海氷縁の異常後退が続いている西部北極海において、表層から中深層
までの成層構造を形成する水塊であり、海氷変動に大きな影響を与えていると想定される、「大
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西洋水」、「夏季及び冬季陸棚水」、「河川水、融氷水」の循環・変動を船舶観測と係留観測など
により調べることを目的とする。それにより、夏季氷縁の異常後退の原因を探り、北極海気候
システムの本質に迫ろうとするものである。一方、北極海は、夏でも厚い多年氷に覆われてい
るため砕氷船といえども十分な観測活動が出来ず、世界で最も海洋観測が困難な海である。そ
のため、周囲を米国、カナダ、ヨーロッパ諸国など先進国で囲まれているにも関わらず、未だ
に観測がされていない海域が残っている。特に西部北極海（太平洋側）のカナダ海盆北東部と
マカロフ海盆が大きな空白域となっている。そのため、北極海の海洋構造は、時間的・空間的
に断片的に行われた幾つかの観測を合成して全体像を描いている状態である。従って、これら
観測空白域において船舶による高精度観測を行う。 
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北極域のコケ生態系及びコケ生息性微生物の活動に及ぼす 
地球温暖化の影響の分子生物学的評価 
 
 
 
研究代表者氏名・所属 
奥山 英登志 
北海道大学大学院地球環境科学研究科  
 
担当者氏名・連絡先 
奥山 英登志 
060-0810 札幌市北区北 10 条西 5 丁目北海道大学大学院地球環境科学研究科 
電話: 011-706-4523 ファックス: 011-706-2347  e-mail: hoku@ees.hokudai.ac.jp 
 
国内共同研究者氏名・所属 
東條 元昭 （大阪府立大学農学部） 
星野 保（新エネルギー・産業技術総合開発機構） 
 
海外共同研究者 
Dr. Oleg Borisovich Tkachenko（ロシア科学アカデミー植物園モスクワ園) 
Dr. Michael S. Ignatov（ロシア科学アカデミー植物園モスクワ園） 
 
関連する国際研究計画の名称と関連の記述 
研究計画の名称：極地の土壌伝染性植物病原菌の活動に及ぼす地球温暖化の影響評価    
（研究代表者東條元昭 平成 15～18 年度 日本学術振興会科学研究費補助金基盤研究（C）
（2）課題番号 15510028） 
関連する記述：この研究では，地球温暖化が進行した場合の極地における植物病原菌，と   
くに土壌伝染性植物病原菌（土壌病菌）の変動を予測するための基礎資料を得ることを目的
として，極地の土壌病菌の生態を明らかにし，温暖化が土壌病菌の活動にどのように影響す
るかを明確にすることを目的として行っている。具体的には，これまでに北極のスバールバ
ル諸島スピッツベルゲン島とグリーンランド，および南極のキングジョージ島から分離され
た合計約 500 菌株の土壌病菌の病原性，生理的特性，遺伝的特性を調査している。また，ス
ピッツベルゲン島の土壌病菌が生息するコケの自生地に，４年間にわたってオープントップ
チャンバーを設置して人為的に温度を上昇させ，コケなどに寄生している土壌病菌の動態に
及ぼす影響を調べている。 
 
研究計画概要 
地球温暖化の影響は北半球の高緯度地域で最も顕著に表れるとされる。従って、極地のコケ
植物を中心とする植物生態系（コケの群落、moss carpet）も先行してその影響を受けることが
予想される。この研究では、進行しつつある地球温暖化が植物の生態系に及ぼす影響を、分子
生物学手法により、特にコケ植物と微生物（細菌と菌類）の相互作用に注目して明らかにする
ことを目的とする。2005 年夏にコケの群落及び対照となる裸地にオープントップチャンバー
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（OTC）を設置して、人為的な温暖化条件を作り出す。2010 年までの 5 年の間に、コケの生
育状況を観察するが、特にコケ病原菌の繁殖によってもたらされるコケ植物の枯死の状況、コ
ケ植物種組成の変動を詳細に観察する。同時にコケの植物体、土壌を採取し、①培養実験によ
りコケに寄生しているコケ病原菌のスクリーニングを行なう。②土壌とコケの根より DNA を
抽出し、16S rDNA と 18S rDNA をターゲットにした PCR-変性剤濃度勾配ゲル電気泳動法
（PCR-DGGE）によって、コケ植物上および周辺土壌における微生物のコミュニティ構造を明
らかにする。調査域はグリーンランド、スバールバル諸島スピッツベルゲン島、ロシア北極圏
（コラ半島）を予定している。 
 
 
                                 (OTC) 
温暖化     微生物   PCR-DGGE など         
                 コケ植物生態系の変遷 
コケ植物                  
 
地球温暖化の評価 
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北極域における炭素量測定 
 
 
 
研究代表者氏名・所属 
末田達彦・愛媛大学農学部 
 
担当者氏名・連絡先 
末田達彦・愛媛大学農学部 
〒790-8566 松山市樽味 3-5-7 
e-mail: sweda@agr.ehime-u.ac.jp 
 
国内共同研究者氏名・所属 
及川武久・筑波大学生物科学系  (toecolog@sakura.cc.tsukuba.ac.jp) 
Masahiro Amano, School of Human Sciences, 早稲田大学 (amano@waseda.jp) 
 
海外共同研究者 
David Price, Northern Forestry Research Centre, Canadian Forestry Service  
(DPrice @NRCan.gc.ca) 
Vladimir Sokolov, Sukachev Institute of Forest and International Forestry Institute 
(alma_sok@hotmail.com) 
 
関連する国際研究計画の名称と関連の記述 
 
 
研究計画概要 
CACA GRANDE is a multinational campaign to assess complete carbon budget of the 
Arctic/Boreal terrestrial ecosystems using airborne laser altimetry (ALA) and ground penetrating 
radar (GPR).  With immediate target on arctic-boreal North America to be eventually expanded 
to Scandinavia, Siberia and Russian Arctic, the project aims 1) to resolve the issues of missing 
carbon, 2) to answer the needs for quantifying terrestrial carbon flux in accordance with the 
Kyoto Protocol, and 3) to institutionalize a long-term monitoring of carbon flux in the 
Arctic/Boreal regions, where the warming due to increasing anthropogenic greenhouse gasses 
is expected most conspicuous, and as a result, significant bio- and cryo-spheric changes are 
expected. 
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気候変動に対する北極ツンドラ生態系と炭素循環の応答性 
 
 
研究代表者氏名・所属 
神田啓史 
国立極地研究所 
 
担当者氏名・連絡先 
内田雅己 
国立極地研究所 173−8515 東京都板橋区加賀１−９−１０ 
TEL 03-3962-4761, FAX 03-3962-1525   
 
国内共同研究者氏名・所属 
小泉 博・村岡裕由: 岐阜大学流域環境研究センター 
中坪孝之:   広島大学大学院生物圏科学研究科 
別宮有紀子: 都留文科大学 
西谷里美:   日本医科大学 
増沢武弘:   静岡大学理学部    
和田直也・久米 篤: 富山大学極東研究センター 
大園享司:   京都大学農学部 
上野 健:   国立極地研究所   
澤口晋一:   新潟国際大学 
長谷川裕彦: 明治大学 
小島 覚:   東京女子大 
 
海外共同研究者 
J. Sbovoda: Toronto University 
G.Henry : University of British Columbia 
F. Wielgolaski: Oslo University 
A. Ellvebak: Toromso University 
 
関連する国際研究計画の名称と関連の記述 
ITEX (International Tundra Experiment)、IASC-GCTE, RiSCC(Regional sensitivity to Climate 
Change)、FATE (Feedbacks and Arctic Terrestrial Ecosystems) 
 
研究計画概要 
 北極における地球環境変化が陸域環境の生物的及び地理的多様性に与える影響、生 物・地理
的多様性の変化による物質循環、エネルギー収支への影響、生物多様性と物 質循環の変化が気
候システムに与える影響を総合的に解明することを目的とした。北 極域では二酸化炭素、メタ
ンなど温室効果ガスの増加による温暖化の影響、オゾン ホールの出現による紫外線異常照射の
影響、酸性雨による影響などが重大な問題となっている。とくに北極の陸域環境のツンドラ生
態系においては、地球環境変化が生 物・地理的多様性に対して最も影響が出やすく、ツンドラ
高緯度北極の地表、地中構 造（凍土、構造土）、地表生物、及び海鳥類の生態は、北極生態系
の多様性及び機能 の維持において重要な役割を担っている。 
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衛星による周極域森林火災の早期検出システムの開発 
 
 
研究代表者氏名・所属 
福田正己 
北海道大学 低温科学研究所 
 
担当者氏名・連絡先 
串田 圭司 
〒060-0819 札幌市北区北１９条西８丁目 
Tel 011-706-5490   
Fax 011-706-7142 
 
国内共同研究者氏名・所属 
中右浩二・北海道大学 北ユーラシアセンター 
串田圭司・北海道大学低温科学研究所 
鷹尾元・独立行政法人森林総合研究所 
田村正行・京都大学大学院工学研究科 
 
海外共同研究者 
B.Sharpton・University of Alaska GI 
A.Shuhinin・Institute of Forestry Russian Academy of Science 
A.Fedorov・Permafrost Institute Russian Academy of Science 
 
関連する国際研究計画の名称と関連の記述 
JAMP(Japanese Arctic Monitoring Program)の第４課題 
CAMP 計画の現地観測計画 
IGBP   North Eurasia Transect Study 
 
研究計画概要 
2003 年にシベリアで発生した森林火災で約 2300 万 ha が焼失した。火災の原因の７割は人
為による。推定の二酸化炭素の大気への放出量は 4 億 6000 万トンにも達する。こうした森林
火災は、シベリア森林がもはや温暖化効果ガスの吸収源ではなく、放出源となっている可能性
がある。京都議定書第３条第４項で規定しておるように、森林の保全は吸収源増として評価さ
れる。そこで、森林火災を抑制することは、温暖化効果ガス放出の抑制につながる。しかし、
広域なシベリアでは、森林火災の効果的な抑制策はこうじられていない。そこで本研究では、
火災の早期検出 → 延焼の予測 →  火災の制御を一貫して行うシステムを構築し、早急
に火災による被害の軽減に役立たせるための、具体的な方法を開発する。広域なシベリアでの
森林火災の検出には、衛星情報を活用するのが最も有効である。既に NOAA による火災検出ア
ルゴリズムが提案されている。しかし、検出アルゴリズムにはまだ問題も多く、いわゆる Hot 
Spot が実際の火災に一致しないこともある。さらに抑制活動の基礎データとしての位置検出機
能が不十分という弱点もある。そこで、本研究では新たに MODIS TERRA による森林火災検
知システムを開発し、早期発見の確度と精度の向上を目指す。 
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気候変動に対する永久凍土の応答に関する研究 
 
 
 
研究代表者氏名・所属 
原田鉱一郎 
宮城県農業短期大学 
 
担当者氏名・連絡先 
原田鉱一郎 
〒982-0215 仙台市太白区旗立 2-2-1 宮城県農業短期大学 
電話 022-245-2211 内線 248 FAX 022-245-1534 E-mail harada@miyanou.ac.jp 
 
国内共同研究者氏名・所属 
岩田徹：岡山大学大学院自然科学研究科 
宮田明：農業環境技術研究所 
アナトリ・ブロチコフ：北海道大学北ユーラシア北太平洋地域研究センター 
岩花剛：北海道大学北ユーラシア北太平洋地域研究センター 
 
海外共同研究者 
吉川謙二：アラスカ大学フェアバンクス校水環境研究センター 
原薗芳信：アラスカ大学フェアバンクス校国際北極圏研究センタ  ー
 
関連する国際研究計画の名称と関連の記述 
JAMP (Japan Arctic Monitoring and Process study) 
CAMP (Climate of the Arctic: Modeling and Process) 
 
研究計画概要 
アラスカの東西方向及び南北方向に横切るトランセクトラインを設定し、人為攪乱の影響を
受けてない地域での永久凍土の構造と温暖化への応答に関する長期観測を行う。さらに凍土表
面で発生する温暖化効果ガスのモニタリングを行う。調査地は、凍土・植生の状態の異なる代
表的地点を観測サイトとして設定する。観測サイトとして、まず連続永久凍土帯（バロー）、
不連続永久凍土帯(フェアバンクス)の各１箇所とする。この 2 地点では継続的な観測が続けら
れており、ここより南北及び東西にトランセクトを設定し、植生・凍土の異なる状態の観測サ
イトを設定し、長期観測を実施する。 
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周極域の大気化学過程の解明 
 
 
 
研究代表者氏名・所属 
松見 豊 
名古屋大学太陽地球環境研究所 
 
担当者氏名・連絡先 
松見 豊 
電子メール: matsumi@stelab.nagoya-u.ac.jp 
〒442-8507 豊川市穂の原 3-13 名古屋大学太陽地球環境研究所 
Phone: 0533-89-5192, FAX: 0533-89-5593 
 
国内共同研究者氏名・所属 
高橋けんし・名古屋大学太陽地球環境研究所 
村田 功・東北大学大学院環境科学研究科 
中根英昭・国立環境研究所 
川崎昌博・京都大学大学院環境学堂 
高橋礼二郎・東北大学大学院国際文化研究科 
 
海外共同研究者 
Vladimir Koshelev・ロシア太陽地球物理学研究所 
William R.Simpson・アラスカ大学フェアバンクス校・地球物理研究所 
 
関連する国際研究計画の名称と関連の記述 
 
 
研究計画概要 
 シベリアの北方森林火災により生成する一酸化炭素炭素(CO)や炭化水素などの有機物
(VOC)が、シベリア・アラスカ域そして日本へ拡散してゆく様子、ならびに輸送途中で光化学
過程を経て変質する様子を観測により定量的に解明する。フーリエ変換型分光計(FTIR)システ
ムをシベリアのイルクーツクへ設置し、長期に連続して観測を行う。北海道およびアラスカに
おける FTIR 観測システムのデータならびに、衛星からの CO 観測データおよびエアロゾルデ
ータを解析して、これらのデータを総合し北方森林火災による汚染物質の拡散ならび化学変化
過程を解析する。また、赤外の半導体レーザーを使用したキャビティーリングダウン(CRD)分
光法によりメタンをその場で速いレスポンスで高精度で計測する新しい装置を開発する。メタ
ンガスは強力な温室効果気体であり、その増大は地球温暖化に大きな影響を与える。この新し
いメタン計測装置を、シベリア・アラスカ域の湿地帯からのメタンの発生量の増大に関する研
究に用いる。衛星データの解析と組み合わせて北方域でのメタンの収支を見積る。さらに、CRD
法に基づく二酸化炭素の 13C 安定同位体比計測の装置を開発し、大気中の二酸化炭素について
の発生・吸収の収支の解析を行う。 
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衛星を利用した北方森林火災の制御法開発 
 
 
 
研究代表者氏名・所属 
早坂 洋史 
北海道大学大学院工学研究科 
 
担当者氏名・連絡先 
中右 浩二 
北海道大学北ユーラシア・北太平洋地域研究センター 
 
国内共同研究者氏名・所属 
福田 正己： 北海道大学低温科学研究所 
串田 圭司： 北海道大学低温科学研究所 
木村 圭司： 北海道大学大学院情報科学研究科 
谷  宏 ： 北海道大学大学院農学研究科 
 
海外共同研究者 
Buck Sharpton: Remote Sensing, University of Alaska Fairbanks 
Sukｈinin A. Ivanovich: Institute of Forest, Siberian Branch of Russian Academy of Sciences 
Vladimir S. Solovyev: Institute of Cosmophysical Research and Aeronomy, Siberian Branch 
of Russian Academy of Sciences 
Sergey Tashchilin: Institute of solar-terrestrial physics, Siberian Branch of Russian Academy 
of Sciences 
 
関連する国際研究計画の名称と関連の記述 
下記の２件の国際研究計画があり、両方とも 2004 年 3 月仙台で開催された 『北方圏環境変
動研究計画に関する国際レビュー会議』で、ドイツ、米国など の著名な研究者 8 名により評
価を受け、日本の北方圏環境変動の研究のレベル の高さが認識された。本研究はこれら研究の
一分野である。 
 1.  JAMP(Japan Arctic Monitoring and Process study)  
 この研究は、1）北極圏およびその周辺地域での気候システムの素過程と相互 の作用の解明、
2）地球温暖化の高精度未来予測、３）人為的要因による温暖 化の制御、を目的としている。
残念ながら 2003 年度の振興調整費による研究費 は当たらなかった。 
 2. CAMP(Climate of the Arctic: Modeling and Process) 
 この研究は、京都議定書の根拠となった IPCC(気候変動に関する政府間パネル )報告書に使わ
れた多数の気候モデルをスーパーコンピュータによって比較評 価し、温暖化に対する北極圏の
役割を明らかにすることを主目的に行われている。 
 
研究計画概要 
各種の地球観測衛星のうち、MODIS と NOAA の衛星データを使って、シベリアと 北米アラ
スカの北方林で発生した森林火災を早期に検知するシステムを開発す る。さらに、早期検知の
情報から延焼シミュレーションを行い、森林火災拡大 を防止するためのシステムも開発する。 
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構成要素の分光特性に基づいた 
アラスカ北方森林炭酸ガス収支のリモートセンシング 
 
 
研究代表者氏名・所属 
串田圭司 
北海道大学 低温科学研究所 
 
担当者氏名・連絡先 
福田正己 
〒060-0819 札幌市北区北１９条西８丁目 
Tel 011-706-4533   Fax 011-706-7142 
 
国内共同研究者氏名・所属 
福田正己・北海道大学低温科学研究所 
 
海外共同研究者 
Yongwon Kim・IARC University of Alaska, Fairbanks 
Noriyuki Tanaka・IARC University of Alaska, Fairbanks 
 
関連する国際研究計画の名称と関連の記述 
IARC (International Arctic Research Center)の衛星を用いた北極圏研究 
 
研究計画概要 
タイガ林は、熱帯林と温帯林を合わせた面積の半分より少し広い面積を占めるに過ぎないが、
タイガ林の地上部と地下部を合わせた炭素蓄積量は、熱帯林と温帯林の合計を 40%ほど上回る。
この大きな炭素蓄積量は、地下の炭素蓄積量に由来している。年平均気温が低いことと、少な
い降水量にもかかわらず永久凍土が不透水層となり土壌が湿った状態にあることが相まって、
有機物の分解が抑制され、地下に大量の炭素が蓄積されているのである。近年、森林火災が永
久凍土やタイガ林に不可逆的な変化を引き起こすという観測例が出てきている。モデル計算は
温暖化が高緯度で顕著に現れることを予測しており、それに伴う森林火災の増加も予測され、
今後タイガ林が炭素の放出源となる可能性も指摘されている。タイガ林の炭素収支の見積もり
は、温暖化とそれに伴う環境変化の将来予測と迅速な対策のために必要である。タイガ林は広
域にわたるため、地上調査やモデル解析のほかに衛星により空間的分布の特性を把握すること
が求められている。 
このような背景を踏まえて、本研究の目的は、アラスカのタイガ帯について、衛星による、
森林火災を含む炭素収支の空間分布の見積もりの信頼性を、構成要素の分光特性の変動性およ
び、放射伝達モデルのパラメータと土壌呼吸、土壌炭素蓄積速度との対応の信頼性、との視点
から評価することに設定している。本研究計画は、アラスカタイガの最も代表的な樹種である
マリアナトウヒ(Picea mariana)とシラカンバ(Betula papyrifera)について行う。森林火災後の年
数、生育状況、林床の状態の異なる調査区を設定し、コケ・地衣類を含む林床植生、個葉、幹
といった構成要素の分光反射、研究期間中のバイオマスの増加量、リターフォール、土壌中の
炭素蓄積量、林床の植生種の同定、土壌呼吸の観測を行い、これら相互の関係の把握および、
衛星データによる炭素収支の地理的分布の見積もりの信頼性を評価することを目的とする。 
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周極域における森林火災による水循環プロセスの変化と回復 
 
 
 
研究代表者氏名・所属 
浦野慎一 
北海道大学大学院農学研究科 
 
担当者氏名・連絡先 
浦野慎一 
〒060-8589 札幌市北区北９条西９丁目  
北海道大学大学院農学研究科 
電話 011-706-2556（ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ直通） 
FAX 011-727-0805 
E-mail urano@env.agr.hokudai.ac.jp 
 
国内共同研究者氏名・所属 
池田隆司：北海道大学大学院理学研究科 
石川信敬：北海道大学低温科学研究所 
知北和久：北海道大学大学院理学研究科 
兒玉裕二：北海道大学低温科学研究所 
石井吉之：北海道大学低温科学研究所 
 
海外共同研究者 
L．D. Hinzman：アラスカ大学フェアバンクス校水環境研究センター 
V. Romanovsky：アラスカ大学フェアバンクス校地球物理研究所 
K. Yoshikawa：アラスカ大学フェアバンクス校水環境研究センタ  ー
 
関連する国際研究計画の名称と関連の記述 
 
 
研究計画概要 
アラスカ・フェアバンクス近郊の森林流域で、踏査による森林と湿原の植生分布、電気探査
による凍土分布、タワーの設置および観測ボアホール等による気象要素、土壌水分、地温分布、
地下水位等の観測、観測堰設置による河川流量の観測等を実施し、極地における水循環プロセ
スのパラメータをモニタリングし、凍土の存在に規制された水循環特性を定量的に把握する。
観測は自然林地域と火災跡地を選んで実施し、そのデータから生態系撹乱に伴う水循環の変化
を明らかにする。また、これらのデータから凍土分布と水循環および植生の相互関係を明らか
にし、そのプロセスをモデル化する。最後に、そのモデルを使って様々な数値計算を行い、水
循環プロセスの回復を重視した森林保全の方法とその再生法を検討する。 
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周極域バイオームの構造・機能の再検討 
 
 
 
研究代表者氏名・所属 
松浦陽次郎 
独立行政法人 森林総合研究所 
   
担当者氏名・連絡先 
松浦陽次郎  
305-8687 茨城県つくば市松の里１ 
tel:029-873-3211 ext359, fax:029-874-3720 
e-mail: orijoy@ffpri.affrc.go.jp 
 
国内共同研究者氏名・所属 
大澤晃・龍谷大学 国際文化学部 
梶本卓也・独立行政法人 森林総合研究所 
徳地直子・京都大学 フィールド科学教育研究センタ  ー
廣部宗・宮崎大学 農学部 
鷹尾元・独立行政法人 森林総合研究所 
野口享太郎・独立行政法人 森林総合研究所 
 
海外共同研究者 
A. P. ABAIMOV・Sukachev Institute of Forest, Siberian Division, Russian Academy of 
Sciences 
F. S. CHAPIN, III.・ Institute of Arctic Biology, University of Alaska, Fairbanks  
R. W. WEIN・ Department of Renewable Resources, University of Alberta 
 
関連する国際研究計画の名称と関連の記述 
JAMP(Japanese Arctic Monitoring Program)の陸域部門に相当 
アメリカの CAMP 計画に現地観測で寄与する 
IGBP の Northern Eurasian Study の観測拠点を含む  
 
研究計画概要 
周極域には北方林、森林ツンドラ、ツンドラのバイオームが成立しているが、永久凍土のタ
イプと分布の違いが、これら周極域バイオームの構造には大きく影響しており、従来考えられ
てきたような、一様で帯状に分布する単純なバイオームではない。例えば、北米大陸と西シベ
リアまでのユーラシアでは常緑針葉樹が優占するのに対して、中央・東シベリアの連続永久凍
土上には落葉針葉樹であるカラマツのみのバイオームが成立しており、森林の構造と機能には
大きな違いがある。また、近年は地球温暖化影響の予測などの観点から、周極域のバイオーム
に関して、炭素収支に関わる構造と機能の再検討が必要となっている。 
本研究計画では、永久凍土の点状分布から連続分布域までを対象に、カナダ北西部、アラス
カ内陸部以北、北東ユーラシアのバイオームを含む周極域について、炭素集積量、現存量配分
比、物質循環特性としてのストイキオメトリー等、構造と機能の再検討をおこなう。 
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北極域陸上生態系の微量気体収支の広域評価 
 
 
 
研究代表者氏名・所属 
岩田徹  
岡山大学環境理工学部 
 
担当者氏名・連絡先 
岩田徹 
〒700 - 8530  岡山市津島中 3 丁目 1-1 
岡山大学自然科学研究科 環境システム学専攻 
TEL/FAX:  086-251-8846  
Email:    iwata@cc.okayama-u.ac.jp  
 
国内共同研究者氏名・所属 
宮田明 独立行政法人、農業環境技術研究所 
串田圭司 北海道大学低温化学研究所 
広田智良 独立行政法人，農業研究機構北海道研究センター 
松見豊 名古屋大学太陽地球環境研究所 
 
海外共同研究者 
原薗芳信, アラスカ大学国際北極圏研究センター（International Arctic Research Center, 
University of Alaska Fairbanks ,IARC/UAF) 
Daniel White, Civil engineering, UAF 
Yongwon Kim, IARC/UAF 
Walter C. Oechel, San Diego State University 
Creig Tweedie, Michigan State University 
John Gammon, California State University, Losangeles 
 
関連する国際研究計画の名称と関連の記述 
アラスカ大学国際北極圏研究センター・CAMP プロジェクト・JAMP プロジェクト 
NSF, Biocomplexity in the Environment, 2004-2007 
PI：Walter C. Oechel, San Diego State University 
Co-PIs：Yoshinobu Harazono; Methane flux observation 
John Gamon; Remote sensing 
Creig Tweedie; Land cover classification and vegetation change 
 
研究計画概要 
北極圏の陸域生態系の特徴は、ボレアル、タイガ、ツンドラなどの植生の地下部に膨大な有
機炭素を蓄積していることである。これは植物により固定された炭素がリターとなっても永久
凍土層など低温環境下で容易に分解されず、土壌有機物として蓄積された結果である。しかし、
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近年の温暖化により光合成に伴う大気中の CO2 固定と分解とのバランスが変化し、分解に伴
う CO2 放出や湿地でのメタン生成が増大し、これまで温室効果ガス収支としての吸収源であ
ったものが放出源に変化しつつあることが解明されつつある。これらは，北極域の温度上昇だ
けでなく、生態系の乾燥／湿潤化，生育期間の長期化とそれらへの馴化等が複雑に影響しあう
ため、その長期的影響や広域的な状況は未解明である。広域的な温室効果ガス収支の把握とそ
の長期的変化傾向の把握は北極域の温暖化研究に不可欠かつ緊急の研究課題である。 
アメリカでは NSF の資金で北極域生態系における地球温暖化関連の研究が実施されており、
2004 年度後半からは Alaska 州 Barrow において大規模な処理実験を含むツンドラの温室効果
ガス収支把握研究が開始される。これには、日本からも IARC を拠点としてメタンフラックス
観測に参加する。 
申請者らはこれまで、Alaska 大学 Fairbanks 校国際北極圏研究センターとの共同研究として、
Alaska 内陸部のタイガ植生における温室効果ガスフラックス観測を実施している（UAF-site）。
IPY 研究として観測機材を強化して継続すると共に、衛星 Data などリモートセンシング技術、
モデル手法を組合わせることにより、広域的な温室効果ガス収支の評価を試みる。具体的には、
これまでに確立されつつある CO2 に対するリモートセンシング手法をメタンフラックスに適
用する手法の開発、BIOME-BGC モデルにコケなど地表植生の効果を含めた改良を行い、
CO2/CH4 の収支を評価するモデルの改良等を実施する。これらには、UAF-site における連続
観測データとNSFがBarrowで実施予定の大規模処理実験の両方から得られるパラメータ選定
と検証結果を適用する。 
なお、UAF-site における観測と Barrow における NSF 大規模処理実験とは対をなすものであ
り、IPY 研究として日米双方がそれぞれの特徴を生かしつつ field 研究を実施し、かつリモート
センシング技術モデルパラメータの高精度化で共同研究を促進できる。 
詳細で継続的な観測と実態の把握、種々の現象の理解は、気候変動予測モデルの開発におい
てネックとなるもので、この問題を打開するためには、国際北極年をターゲットに観測プロジ
ェクトの目玉ともなる国際共同型の総合観測のプロジェクト化が必要である。 
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地球温暖化・森林火災に対する 
北極圏大流域の流出応答変化に関する研究 
 
 
 
研究代表者氏名・所属  
知北 和久 
北海道大学大学院理学研究科 
 
担当者氏名・連絡先 
知北 和久 
〒060-0810 札幌市北区北 10 条西 8 丁目 北海道大学大学院理学研究科 
電話 011-706-2764 
FAX 011-746-2715 
E-mail chikita@ep.sci.hokudai.ac.jp 
 
国内共同研究者氏名・所属 
浦野慎一：北海道大学大学院農学研究科 
石川信敬：北海道大学低温科学研究所 
石井吉之：北海道大学低温科学研究所 
佐藤篤司：（独）防災科学技術研究所 雪氷防災研究部門 
松本高峰：北海道大学大学院理学研究科 
 
海外共同研究者 
Larry Hinzman: アラスカ大学フェアバンクス校水環境研究センター 
吉川謙二：アラスカ大学フェアバンクス校水環境研究センター 
Matt Shellekens: 米国地質調査所フェアバンク支所 
 
関連する国際研究計画の名称と関連の記述  
 
 
研究計画概要 
河川流域の大きさ世界第 20 位にランクされるアラスカ・ユーコン河流域を対象として、源
頭部の氷河流域、上流～下流部の永久凍土流域において流量・濁度・水温や気象の長期モニタ
リングを実施し、特に氷河融解に与える地球温暖化や突発的な森林火災の影響を定量的に評価
する。また、観測結果に基づき、永久凍土地帯を含めた融解流出の将来予測モデルの開発をお
こなう。 
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南極氷床・氷河の干渉画像 
  (Omura et al., 2000) 
 
 
南極昭和基地大型大気レーダーのイメージ 
ボストーク基地の氷床コア 
（深度 2570 m）の微生物 
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図１ 本プロジェクトで用いる観測装置群と観測対象 
図２ データネットワークシステム SALMON で用いた国際高速ネットワーク 
p45 研究代表者 高橋修平          
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図１．アラスカ・マッコール氷河
図２． 
スンタル・ハイアタ No.31 氷河
図１．東シベリア観測地域 
